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指摘事項：法律、政令、省令、条例、規則、規程、要領及びこれらの運用解釈に係る通知等に抵触する事項で、指摘するのが適当と認めたもの。

指示事項：効率性・経済性・有効性等の観点から改善・検討を指示するのが適当と認めた事項
○　債権管理の適正化について
	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府総務部
（財政課）
	監査（検査）

実施年月日
	　　平成21年６月19日から

　　平成21年７月23日
まで

	委員意見

大阪府の収入未済額は高水準で推移しており、債権の回収強化に一層努めるとともに、回収努力を行った上でも回収困難な債権については、回収見込額と回収コスト等を考慮しつつ、徴収停止や債権放棄の基準を明確化し、処理を促進していく必要がある。
そのため、全庁的観点から債権の管理状況や課題のチェックを行い、債権回収の強化と債権管理の適正化に向けた実効性のある取組方策について早急に検討されたい。


	１　背景・現状
(1)　大阪府の一般会計及び特別会計決算における大阪府の債権等の収入未済額の推移は次のとおりであり、年々、増加している。
【収入未済額等の推移】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）
平成17年度

平成18年度

平成19年度

平成20年度

収入未済額（全体）

48,159

49,179

51,301

54,630

内

訳

府税徴収金

34,623

35,104

38,130

40,871

府営住宅使用料

3,613

3,615

3,456

3,313

中小企業高度化資金

3,991

3,037

1,315

1,249

その他

5,932

7,423

8,400

9,197

(2)  昨年度の監査において債権管理の状況をヒアリングしたところ、収入未済額の多くを占める府税徴収金や府営住宅の使用料では、強制徴収や明渡訴訟等の法的措置を含めた回収の取組が進められており、中小企業高度化資金貸付金の債権管理については、民間債権回収会社への委託が行われているところである。
　一方、それ以外の小口の債権においては、貸付等から長期間が経過し、回収困難となっているものが見受けられ、これらの債権では次のような課題を抱えていた。
ア　社会的・経済的に困難な状況にある者を対象にした貸付制度では、履行期限到来時から既に回収困難な状況にある。

イ　貸付から長期間が経過し、当該貸付制度自体も終了しており、収入未済が長期にわたっている。また、多くの債務者が所在不明となっている。

ウ　債務者が死亡している案件では、その相続関係を調査することが困難になっている。

エ　消滅時効の期間が経過している債権もあり、これらについては今後、債務者や相続人に対して請求を行っても時効を援用される可能性が高い。

(3)　これらの債権の中には１件当たり比較的少額の債権が多く、回収可能性が見込まれない状況や時効援用の可能性が高い状況であるにもかかわらず、多くの労力・費用をかけて債務者・相続人の所在、生活状況、財産の有無等を個々に追跡していくべきか否かという問題が生じており、各債権所管室・課としても処理方針に苦慮している状況にある。
民間であれば回収見込額と回収コストとを比較考慮して管理事務を停止したり、債権譲渡したりすることもあり得ることと考えられる。しかしながら、本件のような公債権においては、誠実に返済している府民との公平性を確保する観点から、安易な対応が許されないという要素も強い。
(4)　現在、大阪府は非常に厳しい財政状況にあり、早期健全化団体に陥ることのないよう行財政改革に努めているところであるが、必要な府民サービスを提供しつつ財政再建を果たすためには、徹底した歳出削減を行うだけではなく、歳入確保に努める必要があり、府が有する債権の回収強化を図る必要がある。
(5)　また、公会計制度の導入に伴い、作成、公表される財務諸表には府が有する債権が資産として計上されることとなるが、その回収可能性に応じて貸倒引当金を計上しなければならない。財政運営、財務管理を一層適正に行い、資産状況等を正確に把握、情報提供するためには、長期にわたる未収債権を漫然と管理するのではなく、債務者の状況を的確に把握し適切な処理を進める必要がある。
２　受検機関の対応

(1)   平成18年４月に大阪府債権管理推進連絡会議を設置し、平成19年３月に大阪府債権管理適正化指針を策定した。

(2)   大阪府債権管理推進連絡会議を年２回程度開催し、貸付金等の実態調査やヒアリングを通じて課題を抽出するとともに、債権回収に係る取組事例等を紹介している。また、平成21年４月に「徴収停止等に関する考え方（Vol.1）」を策定した。
　３　課題

(1)   小口債権を所管する室・課においては、債権回収や管理のノウハウが十分に蓄積されているとは言いがたい状況にある。
(2) 　また、小口債権には滞納期間が長期間に及んでおり、債務者等の現状確認が困難になっているものや、消滅時効の期間を経過しているものなど、回収の可能性が極めて低いものが見受けられる。
(3) 　回収見込の低い債権を漫然と管理し続けることは好ましくなく、調査・回収努力を行った上でも残存する債権については、回収見込額と回収コスト等を考慮しつつ、徴収停止や債権放棄の基準を明確化した上で処理を進めていくべきである。
(4) 　債権の回収や管理は各室・課において行われているが、全庁的観点から債権の管理状況や課題のチェックを行い、債権回収の強化と債権管理の適正化に向けた実効性のある取組方策について早急に検討を行う必要がある。



○　個人府民税の徴収向上について

	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府総務部

（税務室徴税対策課）
	監査（検査）

実施年月日
	　　平成21年６月19日から

　　平成21年７月23日
まで

	委員意見

国から地方への税源移譲により個人府民税の課税額が増加し、これに伴い府税全体の収入未済額の47.6％を個人府民税が占めるようになり、個人府民税の徴収向上に向けた取組が喫緊の課題となっている。

そのため、平成21年度に設置した地方税共同徴収センターの共同取組など、引き続き市町村との連携・協力を一層強化し、個人府民税の徴収向上に努められたい。

また、個人府民税の課税額の約３割を占める大阪市分における個人府民税の収入歩合について、大阪市以外の市町村に比べ低い状況にあることから、早急に大阪市との連携強化を図られたい。



	背景・現状

(1)　国と地方の税財政改革（三位一体の改革）に伴い国税から地方税への税源移譲が実施されたことにより、個人府民税が平成18年度から平成20年度にかけて調定額で約1,654億円（平成18年度比191.7％）増加している。

また、府税全体に占める調定額の割合も13.6％から24.7％となり、法人事業税に次ぐ規模となっている。
(2)　一方、個人府民税は、税源移譲後、調定額の増加にあわせて収入未済額も平成18年度から平成20年度にかけて約94億円（平成18年度比178.4％）と大幅に増加し、府税全体の収入未済額（還付未済相当額を含んだ額）の47.6％を個人府民税が占めるようになっている。
(3)　現在、大阪府は非常に厳しい財政状況にあり府税収入の確保は喫緊の課題であるが、税源移譲後の個人府民税の状況に鑑みて、税収確保のためには個人府民税の収納率を向上させることが重要である。

（税源移譲前後の個人府民税の推移）　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）
区　　分

平成18年度

（税源移譲前）

平成19年度

（税源移譲後）

平成20年度

（税源移譲後）

調定済額
180,447（13.6%）

323,565（22.1%）

345,858（24.7%）

収入済額
167,473（13.1%）

305,558（21.4%）

323,314（23.8%）

不納欠損額
945（11.0%）

737（23.7%）

1,079（36.9%）

収入未済額
12,029（32.2%）

17,270（41.8%）

21,465（47.6%）

　　　　　注）（　）の数値は府税合計に占める割合

(4)　個人府民税の賦課徴収は市町村に法定委任されており、市町村が個人市町村民税とあわせて課税・徴収し、個人府民税分を府に払い込む制度となっており、市町村ごとにその収納状況に差が生じている。
個人府民税の大阪市と大阪市以外の市町村の収納状況は以下のとおりである。




	（単位：百万円、％）

区　　分

平成18年度

平成19年度

平成20年度

調定額

収入額

収入

歩合
調定額

収入額

収入

歩合
調定額

収入額

収入

歩合
大阪市

50,784

46,329

91.2

91,760

85,579

93.3

99,752

91,577

91.8

府内市町村

（大阪市除く）
129,663

121,144

93.4

231,805

219,979

94.9

246,106

231,737

94.2

大阪府計

180,447

167,473

92.8

323,565

305,558

94.4

345,858

323,314

93.5

　　注）利子割及び配当割税額を除く。

(5)　大阪市の個人府民税の調定額は府全体の個人府民税の約３割を占めているが、その収入歩合は大阪市を除く市町村の収入歩合と比べて2.4ポイントも低いものとなっており、大阪市の収入歩合を向上させることが、大阪府の個人府民税の収入確保を図るうえで大きな課題である。

２　受検機関の対応

(1)　大阪府では平成11年度から地方税の徴収向上の取組として、各府税事務所と大阪市を除く管内市町村との間で「地方税徴収向上対策協議会」を設置し、滞納整理に関する情報交換や徴収向上のための実務研修等に加えて共同徴収などの取組を行うとともに、市町村からの要請に基づき、府税務職員を市町村へ出向派遣及び出張派遣し支援を行ってきた。平成17年度からは、地方税法改正を受けて、府税務職員による直接徴収を行ってきたところである。

また、大阪市との間においては、平成18年度に「大阪府・大阪市地方税徴収向上対策連絡会議」を設置し、大阪市との情報交換、研修会の参加などを行っているところである。

(2)　平成21年度からは、府税務室に地方税共同徴収センターを設置し、府職員と市町村派遣職員を相互併任の形でセンターに配置し、個人住民税を中心とした市町村税の滞納整理及び市町村から引き受けた個人住民税の直接徴収を行っている。これは、地方分権推進の観点から府も市町村も自らが徴収努力できるよう、府税務職員の徴収技術・ノウハウを活用して市町村職員の能力向上・徴収体制の整備を図るため、更に積極的に市町村連携に取り組むこととしたものである。

(3)　地方税共同徴収センターの平成21年４月から６月までにおける５市（泉佐野市、高石市、守口市、柏原市、門真市）との共同取組実績については、取組実施事案に対し７割を超える処理実績をあげている。
地方税共同徴収センターの共同取組結果（平成21年４月～６月）

取組市町村

５市合計
（門真市・守口市・高石・柏原市・泉佐野市）

区　　　分

件　数（件）

税　額（千円）

(1)　取組事案
975

354,470

(2)　処理実績
699

267,642

収入確保
566

194,819

滞納処分
133

72,823

整理割合（(2)／(1)）
71.7％

75.5％

３　課題

(1)　大阪府では、全国に先駆けて、平成11年度から大阪市以外の市町村との間で地方税徴収向上対策協議会の設置、専任スタッフの派遣、直接徴収等の支援や共同取組を進めてきているが、大阪市とは本庁間で連絡会議の設置は行われているものの、情報交換や研修会の参加等の取組にとどまっている。

(2) 　税源移譲により府税全体の収入未済額（還付未済相当額を含んだ額）の47.6％を個人府民税が占めるようになり、市町村に賦課徴収を法定委任しているとはいえ、市町村との連携を一層緊密にして、個人府民税の収入歩合の向上を図ることが求められる。

とりわけ、府全体に占める大阪市の個人府民税の割合が多い中で、これまでの本庁間の連絡会議での取組にとどまらず、これまで以上に積極的に大阪市との連携・協力を推し進めていくことが、個人府民税の収入確保を図る上で最も重要である。

(3) 大阪市との連携については、本庁間だけでなく一部なにわ南府税事務所とあべの市税事務所の間でも連携の動きが始まっているが、他の事務所間においても早急に緊密な連携・協力ができるよう進めていくことが必要である。



○　物品調達システムについて

	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府総務部

（契約局）
	監査（検査）

実施年月日
	　　平成21年６月19日から

　　平成21年７月23日
まで

	委員意見

現行の物品調達システムは物品の納品が納入期限を過ぎる場合、当初の購入を取り消した上で再度、見積り徴取から手続きをやり直すことを前提にしているため、購入決定後は納入期限を過ぎた納品日を入力することができないことになっている。

物品の発注に際しては、納入期限に余裕をもって物品の発注を行うべきことは当然のことであるが、納入期限を経過して物品が納品されるというリスクを完全に排除することは不可能である。現行の事務処理では納入期限までに納品がなされず、調達手続きを一からやり直す時間的余裕がない場合の手続について定められておらず、不適切な事務処理が行われる可能性もあることから、適正な手続について検討の上周知を図られたい。


	１　背景・現状及び受検機関の対応

(1)　物品の購入の際は、購入金額に応じて、１又は複数の業者から見積を徴し、業者を選定の上、物品調達システムに調達物品名、個数、発注先、調達金額、発注グループ、納入期限等を入力し、文書管理システムにより起案することになっている。

　　 物品が納入された際には発注担当者とは別の職員が検査し、納入日及び検査日を物品調達システムに入力の上、文書管理システムで経費の支出命令伺を行うこととなっている。
(2)　契約局における更衣ロッカーの購入手続を確認したところ次のとおりであった。
　　　
購入物品

更衣ロッカー

物品購入伺日

平成20年4月15日

納入期限

平成20年4月30日

納品日

平成20年4月30日（実際の納品日は5月9日）

検査日

平成20年4月30日（実際の検査日は5月9日）

支出命令伺日
平成20年5月9日

(3)　物品調達システムでは、物品の納品が納入期限を過ぎる場合に、当初の購入を取り消した上で再度、見積り徴取から手続きをやり直すことを前提としているため、購入決定後は納入期限を過ぎた納品日を入力することができない。

(4)  契約局における上記事案では、納入期限を過ぎる納品が予定された案件について、当初の購入取消を行わないまま、実際の納品日及び検査日とは異なる納入日及び検査日を遡って物品調達システムに入力し、当該調達に係る経費の支出命令伺の決裁を受けている。

３　課題

(1)  物品調達システムは物品の納品が納入期限を過ぎる場合、当初の購入取消をした上で再度、見積り徴取から手続きをやり直すことを前提としているため、納入期限を過ぎて納品される場合であって、調達の手続きをやり直しするとなると本来の行政目的を達成することができない場合に所用の手続きが定められていない。
(2)　そのため、発注業務をやり直す時間的余裕がない場合に、不適切な事務処理が行われるリスクを内在するものとなっている。

(3) 本来、物品の発注に際しては、納入期限に余裕をもって物品の発注を行うべきことは当然のことであるが、納入期限を経過して物品が納品されるというリスクを完全に排除することは不可能である。現行の事務処理では納入期限までに納品がなされず、調達手続きを一からやり直す時間的余裕がない場合の手続について定められておらず、不適切な事務処理が行われる可能性もあることから、適正な手続について検討の上周知を図る必要がある。



○　介護保険事業者及び介護支援専門員管理システムの運用について

	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	福　祉　部

（地域福祉推進室事業者指導課）
	監査（検査）

実施年月日
	平成21年６月３日から

平成21年７月21日まで

	委員意見

「介護保険事業者及び介護支援専門員管理システム」については、平成18年度から運用開始されてきたところであるが、当該システムのデータベースのうち、介護保険事業者の管理情報の入力作業が完了していないため、公費を投じているシステムが十分に活用されていない状況となっているので速やかに是正されたい。

また、当該システムの運用の意義は、介護支援専門員の資格管理情報との連携であることから、担当課間で相互に連携することにより業務を円滑に行うよう努められたい。

なお、当該システムは介護保険法の適正かつ円滑な運用のため、国が設計し全国ネットワーク化を図るべく導入したものであるが、実際の運用面においては課題があると思われるので、各都道府県と連携を密にし、国に対して改善の要望を行う等、強く意見表明されたい。



	１　背景・現状
(1)　「介護保険事業者及び介護支援専門員管理システム」導入の経緯

ア　介護保険法の改正

平成18年４月に改正介護保険法が施行され、介護保険サービスの質の確保・向上や悪質

な事業者に対する規制強化等を図るため、介護支援専門員（ケアマネジャー）の資格に５年の更新制が導入された。

また、介護保険事業者の指定については、その有効期間を６年とする更新制が導入され

たほか、連座制（指定基準に、過去に指定取消処分された法人の代表者、役員等について取消しから５年を経過するまで、新たに事業者の代表者等として名を連ね、指定を受けることができないとの欠格事由を設定）が導入されるなど、サービス提供者の業務の適正化を確保するための見直しが行われた。

　　　イ　「介護保険事業者及び介護支援専門員管理システム」の導入

上記の法改正に対応し、介護支援専門員の資格管理及び事業者指定事務の適正化、さらには、これらの管理情報を活用することにより介護保険給付の請求・支払事務の適正化にも資するべく、国主導によるシステムである「介護保険事業者及び介護支援専門員管理システム」（以下「新システム」という。）が各都道府県に導入された。

(2)  新システム等の運用状況

府をはじめ各都道府県においては、平成12年度の介護保険制度の開始に合わせて、介護保険事業者の指定に関する情報を管理するために、平成11年度から国の貸与システムの運用を開始し、平成16年度からはその後継システムである「介護保険事業者管理システム（事業者台帳）」（以下「既存システム」という。）を運用しており、事業所の名称・所在地、サービス種別、職員体制等の基本情報をデータベース化し、事業者の指定事務等の効率化のため活用されている。

一方、新システムは、既存システムと連動し、介護保険事業者の指定・取消等のデータと介護支援専門員の登録データとの相互交換、国のサーバーを介しての都道府県間の情報共有等を行う機能を有するが、実際の運用面において、制度改正関連業務の繁忙期の人員体制やシステム自体の技術的な問題等の諸事情があったことから、介護保険事業者の管理情報のデータ入力作業が遅延し、現時点においても、システムの整備やランニングコスト等、公費を投じたシステムが十分に活用されていない実情にある。

【介護保険事業者及び介護支援専門員管理システム等の概念・システム連携図】




















ア　新システムのデータベース化の状況

　（ア） 介護支援専門員の資格管理情報（高齢介護室介護支援課所管）

　　　　 　 　 計画的に入力作業を進め全件入力済み。
区  分
処 理 年 度（新規・更新）
合    計
平成18年度
平成19年度
平成20年度
平成21年度 
新規登録者
2,816件
2,294件
2,620件
―
 7,730 件
更　新　者
―
―
5,408件
2,511件
 7,919件
計
2,816件

2,294件
8,028件

2,511件

15,649件
　　　　　　　（注）・介護支援専門員資格管理情報総件数：33,831件（既登録者分18,182件を含む。）
　　　　　　　　　　・平成21年度の処理件数は、平成21年７月更新までの件数
（イ）介護保険事業者の管理情報（地域福祉推進室事業者指導課所管）
データ種別
データ入力状況
既存システム
新システム
入力済
未入力
未入力
指定事業者基本情報
・事業所の名称・所在地
・サービス種別
・職員体制　　　　　等
新規指定・変更届出分、更

新分全件  

  　18,257件
※

既存システムに入力後、新システムへバッチ処理（予定）
法人の役員情報
平成15年７月末日までの新規指定分全件

平成18年度以降の新規指定分、更新分全件
15,957件
平成15年８月１日から平成17年度末日までの新規指定分全件  

 2,300件
介護支援専門員の就労情報
18,631人分

（退職者含む延べ人数）
指定取消情報
24法人・33事業所分

（平成12～20年度累計）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）平成21年９月２日時点の数値
イ　新システムの運用関係経費
（平成17年度～平成20年度の合計額（決算（見込み）額）、人件費を除く。）
　　　【既存システムの新システム対応のための改修分】→※データ未入力による直接影響額
経　 費　 区　分

金額（円）

備　　　考

データ連携対応・初期データ作成等業務委託

6,756,750

　　　　　【その他（新システム運用全体）分】
経　 費　 区　分

金額（円）

備　　　考

OA機器（サーバー）備品購入費

5,699,557

システムサポートサービス業務委託

4,410,000

@1,764千円／年
システムプロダクトサポートサービス業務委託

2,215,080

@1,108千円／年
保守点検業務委託

10,500

一括登録システム開発委託

850,500

保守業務委託（ウィルス対策ソフト更新）

84,000

合　　　　計

13,269,637
２　受検機関の対応等

(1)　新システム全体としての運用上の問題点

　ア　個人情報の保護

　　　　　新システムで取り扱うデータのうち、介護支援専門員の資格管理情報としては、氏名、

　　　　登録番号、住所、生年月日、就労情報、有効期間満了日等があり、また、介護保険事業所

の管理情報としては、指定事業者の全法人役員の氏名、生年月日、住所等の個人情報が
あるが、これらの情報は法令によって、情報の提供が制限されている。

　 　　 　新システムを全国ネットワークで活用するためには、全都道府県がそれぞれの個人情報

　　　　保護条例に基づき庁外使用等について手続を行う必要があるため、国として、各都道府県

の手続を容易にするため省令に規定する準備をしているが、現時点においては実現してい

ない。

府においては、新システムで取り扱う個人情報は、大阪府個人情報保護条例に規定する

「本人以外からの個人情報収集」及び「通信回線により結合された電子計算機を用いた個

人情報の実施機関以外への提供禁止」条項に該当するため、その取扱いについて、平成18
年３月24日に知事から大阪府個人情報保護審議会に諮問し、同月27日に、個人情報の保護

に万全の措置を講じることを前提に諮問の内容を適当なものと認める旨答申されており、

府としての事務執行に支障はない。

また、国の行政機関における個人情報の保護については、「行政機関の保有する個人情

報の保護に関する法律」が適用されるが、新システムの運用に係る制限はなく、厚生労働

省が運営するサーバーの運営についての支障はない。

　　　イ　システムによる処理の非効率性

新システムは、「厚生労働行政総合情報システム（ＷＩＳＨ）」（以下「ＷＩＳＨ」と

いう。）の個別システムの一部として開発されたものであり、都道府県に設置している専

用端末・専用回線で厚生労働省及び全国の都道府県と接続しているが、府の庁内ＬＡＮと

は別回線で職員端末機を使用できないため、専用端末機１台による処理となっていること、

ＷＩＳＨを使用したデータの通信速度は極端に遅いこと等から効率的な処理が困難である。

(2)　データベース化の遅延の影響と対応策

　　　ア　法人役員等の欠格事由者の排除

・　府における受付分については、指定申請等の手続時に、代表者に誓約書の提出を求め

ている。（仮に欠格事由者が役員等に就任しているとしても、事後の指導監督で行政処

分を含めて対応が可能である。）

· 他府県受付分については、各都道府県間で指定取消処分の情報を電子メール等により

相互交換している。

イ　居宅介護支援事業者の有資格確認（介護支援専門員の就労情報）

・　指定申請等の手続時に、介護支援専門員証（又は介護支援専門員登録証明書）の写し

の提出を求めているほか、介護支援課や他の都道府県と情報交換し、業務停止処分等を

受けた者を排除している。

· 介護支援課における介護支援専門員の資格管理データに就労情報（勤務先）が表示さ

れないが、登録申請書及び介護支援専門員証の交付申請書に、連絡先の記入を求めてい

る。

ウ　不正受給に対する対応

· 新システムは、欠格事由者の排除と居宅介護支援事業所における介護支援専門員の二

重登録等の人員配置基準違反のチェックが容易にできる機能は有しているが、不正受給

全般について網羅的にチェックできる機能は有しておらず、指導、監査等を通じて対応

している。

・　大阪府国民健康保険組合連合会における介護報酬の審査支払事務は、新システムと直

結するものではないが、府が同連合会の運営する審査支払システムに、新システムの事

業者の管理情報と介護支援専門員の資格管理情報のデータをフロッピーディスク等によ

り提供し、審査支払い事務に活用することは可能となっている。現時点においては、既

存システムが管理する事業者情報の提供のみで対応している。

　 (3)　国の動向

介護保険事業者の不正事案の再発を防止し介護事業運営の適正化を図るため、法令遵守等

の業務管理体制整備を義務付ける等、介護保険法が一部改正（平成21年５月施行）されたこ

とに対応し、今年度中に、さらなる全国ネットワークシステム（「業務管理体制データ管理
システム」）の導入を予定している。

３　課題
   (1)　速やかなデータ入力作業の完了による新システムの機能の活用

各都道府県条例に基づく個人情報の取扱いに係る規制内容が異なることや、データ入力作

業の進捗度に差異があることから、新システムによる全国ネットワークのデータベースは完

成しておらず、現時点における利便性は高くないと思われる。

しかしながら、新システムは、既存システムと連携して、介護保険事業者の管理情報と介

護支援専門員の資格管理情報との相互交換及び国のサーバーを介しての都道府県間の情報共

有等の機能を有し、関連業務処理の効率化とより一層の適正化を図ることにその意義が
ある。

また、更新制が導入され、申請書の処理件数が増加していることからも、効率的な事務処理を行う必要があり、速やかに介護保険事業者の管理情報に係るデータ入力作業を完了させ府として新システムの機能を有効に活用すべきである。
(2)　介護保険サービス関連業務に係る担当課間の密接な連携

府における介護保険法の運用に係る業務は、介護保険制度開始時においては高齢介護室の

専管業務として執行されてきたが、介護保険事業者の業務の適正化をより一層強化するため平成17年度に医務・福祉指導室（当時）に事業者指導課を設置するなど、複数の担当課で業務を分担している状況にある。

新システムの運用についても、介護支援専門員の資格管理情報の運用業務と、新システム関連予算の執行管理については高齢介護室介護支援課が担うこととされているが、介護保険事業者の管理情報のデータベース化が完了していないこと等により両課の連携は十分とは言えず、より一層の相互連携が求められる。

(3)　国に対する地方の意見の積極的表明

個人情報の保護やシステムの性能上の技術的な課題等、新システムの実際の運用面の課題解決の責任は、都道府県と十分な事前調整を行わないまま導入を図った国にあるが、国からの一方的な要請に対して、一都道府県単位で対応するだけでは国の手法は一向に改善されないと思われる。

国においては、今年度中に新たなシステムの導入を計画しているが、導入に際してさらなる負担を伴う可能性があることから、府は、各都道府県と連携を密にし、地方における事務に支障を来たすことのないよう措置されたい旨、国に対して要望する等、強く意見表明していくべきである。


○　保健所検査業務のあり方について

	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府健康医療部

（保健医療室）
	監査（検査）

実施年月日
	平成21年６月12日から

平成21年７月８日まで

	委員意見

府内４か所の保健所検査課においては、行政機関として実施しなければならない行政検査のほか、府民等からの依頼検査を実施している。４検査課における検査実績を確認すると、依頼検査は減少傾向にあり、検査項目の中には実績が低いものもある。また、両検査の実績は、検査課によって差も見られる。
このため、４検査課に設置している検査機器や検査技師の効果的な配置や検査の集約・集中化について検討するなど、より一層の検査業務の効率化に努められたい。
また、保健所検査課が今後も引き続いて実施すべき依頼検査の項目についても、併せて検討されたい。

	１　背景・現状及び受検機関の対応

(1)　保健所検査課について

・　大阪府には各市町村（大阪市、堺市、東大阪市、高槻市を除く。）を管轄する14の保健所がある。

・　地域保健感染症課は、平成７年１月、大阪府域を４ブロックに分け、各ブロックの１保健所内に生活衛生室を設置し、これまで各保健所に配置されていた検査機能を集約し、より高度な検査機能を持った効率的な検査課を整備してきた。

現在、検査課は大阪府14保健所中、茨木・四條畷・藤井寺・泉佐野の４保健所に整備されており、検査課では法令等に基づく水質検査、病原微生物検査、臨床検査等を実施している。
　  (2)　主な検査実績等について

ア　水質検査の取扱い状況

・　４検査課においては、水道法・水質汚濁防止法・大阪府特設水道条例等に基づく水質検査を実施しており、過去３年間における主な検査の実績は以下のとおりである。

・　依頼検査の実績が減少している背景としては、平成16年度の改正水道法の施行により検査項目の一部を省略することが可能となったこと、平成18年度から順次、能勢町の大部分及び豊能町等において上水道の整備が完了したことに伴い簡易水道等を廃止したこと、検査依頼者が民間の検査機関へ依頼することが増加したこと等が考えられる。

　　・　一方、平成19年度の行政検査の実績が増加しているのは、災害時協力井戸（注４）の検査が多かったこと等が考えられる。
・　また、４検査課における依頼検査及び行政検査の実績には差が見られる。

四條畷検査課における両検査の実績は低く、検査技師の配置状況が同じ泉佐野検査課と比較しても低い状況となっている（参考資料参照）。
[image: image1.emf]細  菌 2,691 1,140 3,831 2,478 1,646 4,124 2,270 779 3,049

理化学 2,886 1,273 4,159 2,801 1,822 4,623 2,518 986 3,504

ｸﾘﾌﾟﾄｽﾎﾟﾘｼﾞｳﾑ 139 0 139 120 0 120 148 1 149

細　菌 1,541 756 2,297 1,406 752 2,158 1,294 588 1,882

理化学 1,562 767 2,329 1,424 757 2,181 1,313 611 1,924

細　　菌 221 199 420 235 145 380 197 145 342

理 化 学 218 214 432 233 174 407 197 197 394

290 378 668 287 236 523 237 279 516

0 89 89 0 71 71 0 94 94

239 43 282 226 51 277 292 43 335

細　　菌 18 203 221 16 178 194 12 169 181

理化学 93 204 297 87 178 265 90 186 276

病原性大腸菌 350 0 350 341 0 341 317 0 317

10,248 5,266 15,514 9,654 94.2 6,010 15,664 8,885 86.7 92.0 4,078 12,963
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	注１）行政検査とは、府民の健康と安全を守るための監視・予防等を目的に行政機関である検査課自らが行う検査をいう。また、依頼検査とは、地域の公衆衛生水準を維持するために府民等からの依頼に基づき実施する検査をいう。（検査の定義は検査種別に共通している。）
注２）水質検査の実績は細菌・理化学等別の実施件数で、受け付けた検体数とは一致しない。

注３）対前年度比は依頼検査の合計についてのみ記載している。

　　注４）災害時協力井戸とは、大規模な災害時等に備え、家庭用の井戸等の提供を登録していただいた井戸
をいう。

イ　病原微生物等検査の取扱い状況

・　腸管系細菌検査で受け付ける検体は検便検査にかかるもので、その検査項目は、赤痢菌、腸チフス菌、パラチフス菌、コレラ菌、腸管出血性大腸菌及びサルモネラ属菌である。

・　４検査課における検便の依頼検査は減少している。検査課を個別に確認すると、茨木検査課の減少が特に目立っており、平成20年度における四條畷・藤井寺・泉佐野検査課の実績は、平成18年度と比較すると減少しているが、平成19年度実績と比較すると増加している（参考資料参照）。

・　また、行政検査で受け付ける検体のうち、ノロウィルスにかかる検査については平成20年１月から、結核ＱＦＴ検査については平成20年度から、４検査課で本格的に実施している。
[image: image2.emf]腸管系細菌検体数 8,880 803 9,683 8,366 94.2 1,186 9,552 8,246 92.9 98.6 714 8,960

ノロウイルス検体数

0 220 220 0 219 219 0 301 301

検便検体合計 8,880 1,023 9,903 8,366 1,405 9,771 8,246 1,015 9,261

結核菌塗抹培養検体数

0 726 726 0 807 807 1 643 644

結核　MPB64＋PCR 0 180 180 0 157 157 1 115 116

結核ＱＦＴ検体数 0 253 253 0 468 468 0 2,960 2,960

結核検体合計 0 1,159 1,159 0 1,432 1,432 2 3,718 3,720
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注）対前年度比は腸管系細菌検査における依頼検査の検体数についてのみ記載している。

(3)　水質検査で用いる主な検査機器の更新状況及び検査機器全般の維持経費

　　ア　主な検査機器の更新状況について

地域保健感染症課は、平成16年度の改正水道法施行に伴い、必要な水質検査機器であるＩＣＰ質量分析装置の配置を茨木及び藤井寺の２検査課のみとした。また、平成19年度には原子吸光分析装置の更新を茨木及び藤井寺の２検査課のみとし、平成21年度には旧機器で対応していた四條畷及び泉佐野の検査業務の一部を停止することによって、水質検査の一部を集中化したところである。

　　　　　[image: image3.emf]茨木 四條畷 藤井寺 泉佐野

GCMS質量分析計 平成18年３月 平成19年１月 平成18年３月 平成19年１月

高速液体クロマトグラフ

平成16年３月 平成16年10月 平成16年10月 平成16年10月

イオンクロマトグラフ 平成15年３月 平成18年２月 平成18年２月 平成17年１月

ICP質量分析装置 平成16年３月 ― 平成16年３月 ―

原子吸光分析装置 平成20年３月 ― 平成20年３月 ―

分光光度計

全有機炭素計

水銀分析装置

平成16年３月

平成16年12月

平成６年３月


　　　　

　　イ　検査機器全般の維持経費について

検査課に設置されている検査機器については、平成７年１月の保健所検査課の再編・整備時及び平成16年度の改正水道法施行に伴って設置されたものが多く、中には老朽化したものもあるが修理等で対応している。

　　下記に記載した維持経費総合計金額の大部分が水質検査機器にかかる維持経費となっている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：円

　[image: image4.emf]平成18年度 平成19年度 平成20年度

検査機器の維持経費　総合計 10,643,305 11,383,542 12,415,246


(4)　検査課における検査技師の配置状況

４検査課には下記の検査技師（定数）が配置されている。

保健所検査課が再編・整備された平成７年１月以降、検査技師の配置状況に大きな差は見られない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：人
　　　[image: image5.emf]茨木 四條畷 藤井寺 泉佐野 備　　　考

平成７年１月 16 9 9 9 保健所検査課の再編・整備時

平成15年度 15 9 9 9 高槻保健所が市設置となった年度

平成20年度 15 9 9 9

平成21年度 15 8 9 8 水質検査の一部を集中化した年度


２　課題

(1)　保健所検査課は行政機関として実施しなければならない検査のほか、地域の公衆衛生水準を維持する

ことを目的とする府民等からの依頼検査を実施しているが、４検査課における依頼検査の実績は減少傾向にあり、検査項目の中には実績の低いものもある。また、両検査の実績は、検査課によって差も見られる。

(2)　検査課で使用する検査機器については、４検査課に同時期で導入することが多かったため、更新や修理が一斉になることも多い。また、検査機器の維持経費は年間１千万円以上を要しており、今後、更新が必要な検査機器も出てくる。

(3)　また、各検査課における検査技師の配置状況については、平成７年の保健所検査課の再編・整備以降大きな差は見られない。
(4)　以上のことから、検査機器の維持経費及び検査技師の人件費等との費用対効果を十分考慮し、検査機器や検査技師の効果的な配置や検査の集約・集中化など、より一層の検査業務の効率化について検討する必要がある。
(5)　また、依頼検査の実績や民間の検査機関の状況等を考慮して、保健所検査課が今後も引き続いて実施すべき依頼検査の項目についても検討が必要である。

《参考資料》　参考資料として４検査課での実績を添付する。また、４検査課全体に占める各検査課の割合を記載している。

　　(1)　各検査課における水質検査実績

[image: image6.emf]依頼

検査

依頼

検査

依頼

検査

(a) (b) (c)

細  菌 1,336 375 1,711 1,252 395 1,647 1,098 243 1,341

理化学 1,369 431 1,800 1,301 431 1,732 1,111 281 1,392

ｸﾘﾌﾟﾄｽﾎﾟﾘｼﾞｳﾑ 69 0 69 43 0 43 57 0 57

細　菌 490 159 649 424 153 577 351 103 454

理化学 494 166 660 426 154 580 351 107 458

細　　菌 95 98 193 84 40 124 67 33 100

理 化 学 95 97 192 82 43 125 67 57 124

114 174 288 97 60 157 83 75 158

0 36 36 0 21 21 0 27 27

42 43 85 33 26 59 73 21 94

細　　菌 6 9 15 0 10 10 0 8 8

理化学 10 9 19 6 10 16 12 8 20

病原性大腸菌 110 0 110 111 0 111 93 0 93

4,230 1,597 5,827 3,859 91.2 1,343 5,202 3,363 79.5 87.1 963 4,326

41.3 30.3 37.6 40.0 22.3 33.2 37.9 23.6 33.4

依頼

検査

依頼

検査

依頼

検査

(a) (b) (c)

細  菌 414 116 530 378 294 672 326 112 438

理化学 430 116 546 415 370 785 389 136 525

ｸﾘﾌﾟﾄｽﾎﾟﾘｼﾞｳﾑ 13 0 13 16 0 16 18 0 18

細　菌 253 152 405 258 144 402 189 119 308

理化学 253 153 406 261 144 405 192 122 314

細　　菌 10 39 49 14 40 54 18 40 58

理 化 学 9 39 48 14 40 54 18 61 79

21 60 81 21 54 75 30 64 94

0 23 23 0 14 14 0 25 25

37 0 37 61 25 86 82 22 104

細　　菌 0 9 9 0 12 12 0 11 11

理化学 4 9 13 0 12 12 0 11 11

病原性大腸菌 83 0 83 74 0 74 66 0 66

1,527 716 2,243 1,512 99.0 1,149 2,661 1,328 87.0 87.8 723 2,051

14.9 13.6 14.5 15.7 19.1 17.0 14.9 17.7 15.8

依頼

検査

依頼

検査

依頼

検査

(a) (b) (c)

細  菌 411 253 664 400 461 861 412 176 588

理化学 509 323 832 528 514 1,042 528 284 812

ｸﾘﾌﾟﾄｽﾎﾟﾘｼﾞｳﾑ 46 0 46 52 0 52 65 0 65

細　菌 383 109 492 313 153 466 346 114 460

理化学 382 112 494 307 153 460 343 126 469

細　　菌 52 30 82 73 35 108 49 41 90

理 化 学 52 35 87 73 58 131 49 41 90

69 40 109 74 60 134 49 76 125

0 10 10 0 26 26 0 21 21

94 0 94 108 0 108 116 0 116

細　　菌 0 104 104 0 71 71 0 68 68

理化学 6 104 110 6 71 77 5 68 73

病原性大腸菌 93 0 93 96 0 96 96 0 96

2,097 1,120 3,217 2,030 96.8 1,602 3,632 2,058 98.1 101.4 1,015 3,073

20.5 21.3 20.7 21.0 26.7 23.2 23.2 24.9 23.7
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検査
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検査

依頼

検査

(a) (b) (c)

細  菌 530 396 926 448 496 944 434 248 682

理化学 578 403 981 557 507 1064 490 285 775

ｸﾘﾌﾟﾄｽﾎﾟﾘｼﾞｳﾑ 11 0 11 9 0 9 8 1 9

細　菌 415 336 751 411 302 713 408 252 660

理化学 433 336 769 430 306 736 427 256 683

細　　菌 64 32 96 64 30 94 63 31 94

理 化 学 62 43 105 64 33 97 63 38 101

86 104 190 95 62 157 75 64 139

0 20 20 0 10 10 0 21 21

66 0 66 24 0 24 21 0 21

細　　菌 12 81 93 16 85 101 12 82 94

理化学 73 82 155 75 85 160 73 99 172

病原性大腸菌 64 0 64 60 0 60 62 0 62

2,394 1,833 4,227 2,253 94.1 1,916 4,169 2,136 89.2 94.8 1,377 3,513

23.4 34.8 27.2 23.3 31.9 26.6 24.0 33.8 27.1

10,248 5,266 15,514 9,654 94.2 6,010 15,664 8,885 86.7 92.0 4,078 12,963

全体に占める泉佐野検査課の割合％　Ｅ／Ａ

４検査課における水質検査実績の合計数　Ａ

全体に占める茨木検査課の割合％　Ｂ／Ａ

全体に占める四條畷検査課の割合％　Ｃ／Ａ

全体に占める藤井寺検査課の割合％　Ｄ／Ａ
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(2)　各検査課における病原微生物等検査実績
[image: image7.emf]依頼

検査

依頼

検査

依頼

検査

 (a)  (b)  (c)

腸管系細菌検体数 3,102 285 3,387 2,960 95.4 280 3,240 2,625 84.6 88.7 151 2,776

ノロウイルス検体数 0 0 0 0 17 17 0 84 84

検便検体合計　Ｈ 3,102 285 3,387 2,960 297 3,257 2,625 235 2,860

全体に占める茨木の割合　Ｈ／Ｆ

34.9 27.9 34.2 35.4 21.1 33.3 31.8 23.2 30.9

結核菌塗抹培養検体数 0 359 359 0 318 318 0 291 291

結核　MPB64＋PCR 0 90 90 0 56 56 1 31 32

結核ＱＦＴ検体数 0 82 82 0 119 119 0 847 847

結核検体合計　 I 0 531 531 0 493 493 1 1,169 1,170

全体に占める茨木の割合　I／G

0 45.8 45.8 0.0 34.4 34.4 50.0 31.4 31.5

依頼

検査

依頼

検査

依頼

検査

 (a)  (b)  (c)

腸管系細菌検体数 2,006 165 2,171 1,886 94.0 448 2,334 1,964 97.9

104.1

110 2,074

ノロウイルス検体数 0 0 0 0 33 33 0 59 59

検便検体合計　Ｊ 2,006 165 2,171 1,886 481 2,367 1,964 169 2,133

全体に占める四條畷の割合　Ｊ／Ｆ

22.6 16.1 21.9 22.5 34.2 24.2 23.8 16.7 23.0

結核菌塗抹培養検体数 0 127 127 0 217 217 1 81 82

結核　MPB64＋PCR 0 32 32 0 34 34 0 46 46

結核ＱＦＴ検体数 0 66 66 0 145 145 0 974 974

結核検体合計　Ｋ 0 225 225 0 396 396 1 1,101 1,102

全体に占める四條畷　Ｋ／Ｇ

0 19.4 19.4 0.0 27.7 27.7 50.0 29.6 29.6

依頼

検査

依頼

検査

依頼

検査

 (a)  (b)  (c)

腸管系細菌検体数 1,885 209 2,094 1,728 91.7 186 1,914 1,834 97.3

106.1

121 1,955

ノロウイルス検体数 0 220 220 0 141 141 0 76 76

検便検体合計　Ｌ 1,885 429 2,314 1,728 327 2,055 1,834 197 2,031

全体に占める藤井寺の割合　Ｌ／Ｆ

21.2 41.9 23.4 20.7 23.3 21.0 22.2 19.4 21.9

結核菌塗抹培養検体数 0 136 136 0 103 103 0 60 60

結核　MPB64＋PCR 0 23 23 0 22 22 0 5 5

結核ＱＦＴ検体数 0 47 47 0 32 32 0 477 477

結核検体合計　Ｍ 0 206 206 0 157 157 0 542 542

全体に占める藤井寺の割合　Ｍ／Ｇ

0 17.8 17.8 0.0 11.0 11.0 0.0 14.6 14.6

依頼

検査

依頼

検査

依頼

検査

 (a)  (b)  (c)

腸管系細菌検体数 1,887 144 2,031 1,792 95.0 272 2,064 1,823 96.6

101.7

332 2,155

ノロウイルス検体数 0 0 0 0 28 28 0 82 82

検便検体合計　Ｎ 1,887 144 2,031 1,792 300 2,092 1,823 414 2,237

全体に占める泉佐野の割合　Ｎ／Ｆ

21.3 14.1 20.5 21.4 21.4 21.4 22.1 40.8 24.2

結核菌塗抹培養検体数 0 104 104 0 169 169 0 211 211

結核　MPB64＋PCR 0 35 35 0 45 45 0 33 33

結核ＱＦＴ検体数 0 58 58 0 172 172 0 662 662

結核検体合計　Ｏ 0 197 197 0 386 386 0 906 906

全体に占める泉佐野の割合　Ｏ／Ｇ

0.0 17.0 17.0 0.0 27.0 27.0 0.0 24.4 24.4

8,880 1,023 9,903 8,366 1,405 9,771 8,246 1,015 9,261

0 1,159 1,159 0 1,432 1,432 2 3,718 3,720

藤

井

寺

検

査

課

平成20年度

行政検

査

合計

対18

年度

比b/a

行政検

査

平成19年度 平成20年度

行政検

査

合計

平成18年度

行政

検査

合計

検便

四

條

畷

検

査

課

病

原

微

生

物

等

検

査

結核



平成20年度 平成18年度 平成19年度

合計

対18

年度

比b/a

合計

対19

年度

比c/b

行政

検査

合計

対18

年度

比c/a



行政

検査

結核

４検査課における検便検査検体数合計　Ｆ

茨

木

検

査

課

病

原

微

生

物

等

検

査

検便

泉

佐

野

検

査

課

病

原

微

生

物

等

検

査



行政

検査

行政

検査

平成20年度 平成19年度

合計

対18

年度

比c/a

対19

年度

比c/b

行政

検査

対18

年度

比b/a

合計

平成18年度

合計

病

原

微

生

物

等

検

査

検便

結核

対18

年度

比b/a

行政検

査

合計

対18

年度

比c/a

検便

結核



行政検

査



平成18年度 平成19年度

対19

年度

比c/b

合計 合計

対18

年度

比c/a

対19

年度

比c/b

行政検

査

４検査課における結核検査検体数合計　Ｇ





○　不適正会計処理に対する対応について

	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府商工労働部

（商工労働総務課、

金融室貸金業対策課）
	監査（検査）

実施年月日
	平成21年６月15日から
平成21年８月５日まで

	委員意見
大阪府立産業技術総合研究所において、長年にわたり手数料等として徴収する現金の受け払い時に受領誤り等から生じた現金（過誤納金）を簿外で保管し、徴収金の不足が発生した際に補てんしていた事案や、金融室貸金業対策課において、普段使用していない脇机の引き出しの奥から未使用の郵券等が発見された事案が判明した。

当該事案については、既に是正されているが、今後、府民の信頼を損なうことのないよう、商工労働部においては、部内におけるコンプライアンス意識の向上及び公金に対する意識啓発等、再発防止策に取り組まれたい。



	１　背景・現状

(1)　府立産業技術総合研究所における現金収納事務の不適正処理について

府立産業技術総合研究所においては、産業技術支援のため、中小企業に対し、分析機器を利用に供したり、企業から分析試験の依頼を受けたりしており、機器使用料や依頼試験手数料等を現金で徴収していた。

その現金収受の際に生じた過誤納金を簿外現金として保管し、収納金の不足時に当該簿外現金から充当していたという事実が平成21年４月に判明した。また、この現金は、会計事務担当職員が脇机の施錠可能な引き出しに、つり銭差額簿と併せて保管していた。

(2)　金融室貸金業対策課で発見された郵券等について

平成21年４月に貸金業対策課において室内の模様替えを行った際に、普段使用されていない脇机の下段引き出しの奥から郵券及び郵券出納簿の補助簿が発見された。

２　受検機関の対応

(1)　府立産業技術総合研究所における現金収納事務の不適正処理について

ア　事案発覚後、歴代の関係職員に対する事実関係究明のため聞き取り調査を実施するとともに、利用企業へのお詫び状を送付した。

イ　保管金については、大阪府の過年度収入として収納した。

また、出入り等の金額を確認できる時点の保管額及びそれ以降の超過額と不足額の合計額に、各々過誤納の発生した日から収納日までの期間に年利５％の金利を付した金額を足し、そこから保管額を引いた額を、関係職員で速やかに府に返納した。

さらに、お詫び状発送にかかった経費についても職員から返納する旨の申出があったため、併せて収納した。

ウ　府立産業技術総合研究所においては、コンプライアンス意識の向上及び公金に対する意識啓発を図るため研修を実施し、再発防止に努めている。

なお、平成20年10月６日以降、機器使用料及び依頼試験手数料等については、納入通知書により金融機関に納付する制度（後納制度）を導入し、現金の取扱いはなくなった。



	(2)　金融室貸金業対策課で発見された郵券等について

ア　調査確認した結果、業務上郵便の発送が多いため、業務担当グループ単位で郵券を管理していたところ、年度末の貸金業登録業者への現況調査の一斉発送の際の未使用郵券が出納簿に記載漏れとなっていたものと判断した。

イ　発見された郵券については、管理と保管を適切に行うため、平成21年４月13日付けで金融室の郵券出納簿に受入れ、金庫で保管した。

ウ　平成21年度からは、当該現況調査の発送事務手続を見直し、情報公開課文書管理グループへ予算配当して発送する方式に変更し、貸金業対策グループにおいて郵券を購入する事務を廃止した。

３　課題

本件の各事案については、対応策として、現金や郵券の取扱いについて事務手続を変更し、同様の事案は起きないよう対策は講じられた。

しかし、府は、平成18年末の不適正な会計処理の再発により、府政に対する府民の信頼を著しく損なうこととなったことから、再発防止に取り組んできたところであったにもかかわらず、このような不適正な会計処理が発生したことは、その取組が不十分であったと言わざるを得ない。

このことから、今後、府民の信頼を失う事態を招かないよう、より一層、職員の公金に対する意識啓発及びコンプライアンス意識の向上に取り組むとともに、部局における事務事業に伴うリスクに対してチェック体制を設けるなど、事務処理の誤りや不適切な会計処理の発生を未然に防ぐことに取り組まれたい。




○　(株)大阪繊維リソースセンター及び施設のあり方について

	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府商工労働部

（商工振興室ものづくり支援課）
	監査（検査）

実施年月日
	平成21年６月15日から
平成21年８月５日まで

	委員意見
株式会社大阪繊維リソースセンターについては、平成17年度以降債務超過の状況であり、平成18､19及び20年度の決算では三期続けて当期利益を計上したものの、平成20年度の秋以降の金融危機の影響により、収支状況が悪化、平成21年度以降についても、厳しい経営状況が続いており、平成21年度から償還が始まる大阪府の貸付金約21億円の返済については目処がたたない状況にある。

このまま放置すれば、株式会社大阪繊維リソースセンターの経営が困難な状況に陥ることは避けられないところであり、同社及び施設（テクスピア）のあり方について早急かつ抜本的に検討されたい。



	１　背景・現状

(1)　(株)大阪繊維リソースセンターについて

(株)大阪繊維リソースセンターは、昭和63年当時、通産省が提唱した「繊維ビジョン」を受け、大阪府内の繊維産業の商品開発力の強化等により国際競争力の強化を図るため、平成２年４月、現在の独立行政法人中小企業基盤整備機構と大阪府や府内地方公共団体並びに商社及び繊維産業等の官民の共同出資により設立され、平成５年４月１日から大阪繊維リソースセンター（テクスピア）を開業した。

同社は、府内繊維産業の振興拠点として、テクスピアを運営し、繊維産業に関する情報収集・提供、人材育成・研修、調査・研究、展示・交流などの事業を行っている。また、収益事業として、同施設の事務所用フロアーやホール等の賃貸事業を行っている。

ア  (株)大阪繊維リソースセンターの概要（平成21年３月末現在）

設　　　　立

平成２年４月

資本金
27億5,840万円・・・・・総株主数773名

(独)中小企業基盤整備機構26.1％

大阪府21.0％、泉大津市13.2％、大阪市3.6％他
民間金融機関、民間企業等

従業員数
役員11名(内非常勤８名)、職員12名

施設概要
多目的ホール(514席）、テナントスペース、展示室等

延床面積10,296.03平方メートル

施設稼動状況

ホール稼働率55％、テナント入居率80.83％(平成21年３月末)

事業内容・実績

情報収集・提供事業

人材育成・研修事業

調査・研究事業

展示・交流事業

テナント等賃貸事業

（収入実績）

サービス部門　250百万円
賃貸部門　　　199百万円
イ　大阪繊維リソースセンターの施設概要

開設

平成５年４月

所在地

泉大津市旭町22－45（南海泉大津駅の南東約200ｍ）

面積

土地

8,258.13平方メートル（大阪府の行政財産）
建物
地上７階・地下１階。延床面積13,401.86平方メートル。

府と(株)大阪繊維リソースセンターが区分所有

（府3,105.83平方メートル、同社10,296.03平方メートル）
(2)　(株)大阪繊維リソースセンターへの大阪府の関与について

ア　財政的関与の状況                                   　　　

　　出資金　５億８千万円

　　貸付金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

貸付年度

貸付金額

返済額及び返済年度

残  額

平成３年度

250,000

14,800

平成３年度

235,200

平成４年度

400,000

400,000

平成８年度

2,000,000

500,000

平成11年度

1,500,000

計

2,650,000

514,800

2,135,200

〔貸付金の条件変更〕

・　大阪府からの貸付金は平成３年度及び４年度の貸付時は有利子、元利均等償還の約定により貸し付けられたものであるが、(株)大阪繊維リソースセンターは開業当初から赤字が続き、大阪府や日本政策投資銀行等からの借入金の償還が困難な状況にあった。

・　平成８年度に大阪府の貸付金の条件変更を行い、(株)大阪繊維リソースセンターが日本政策投資銀行への償還を終える平成20年度まで償還を猶予するとともに無利子貸付とした。

・　さらに(株)大阪繊維リソースセンターの経営の安定化を図るため、20億円を無利子、平成20年度まで償還猶予で貸し付けた。

・　府の貸付金は、平成22年１月以降に返済を開始し、平成21～33年度は約155百万円／年、平成34～36年度は約 40百万円／年を返済する予定である。

会　費　１口180万円の会費を平成２年度から平成20年度まで３口から８口までの範囲で支払い（総額　171,820千円）

イ　府の人的関与について（平成20年度）
・　現職の職員（派遣）１名（平成21年度は派遣なし）
・　非常勤取締役１名（商工労働部長）

・　常勤監査役１名（平成20年６月まで大阪府のＯＢ、それ以降は民間のＯＢ）

(3)　(株)大阪繊維リソースセンターの経営状況について

・　同社は、開業（平成５年度）以来、12年間連続して営業赤字が続いていたが、平成17年度に初めて4,336千円の黒字に転じ、経常損益も7,092千円の黒字となった。

・　しかし、平成17年度は、減損会計の適用により、特別損失618,243千円を計上したため、当期損失は612,640千円となり、債務超過となった。

・　平成18年度に経営改善検討委員会を設置し、事務事業の効率化等を進めるとともに、賃貸事業の稼働率向上など収益拡大につながる取組を進めたことから、平成18及び19年度の決算では、二期続けて当期利益を計上した。

・　ところが、平成20年度は、秋以降の金融危機の影響により売上が大幅に減少したため、収支状況が悪化、当期利益は465千円まで落ち込んだ。

・　平成21年度以降についても、景気低迷が続く中、厳しい経営状況が見込まれる。

［(株)大阪繊維リソースセンターの経営状況の推移］　　　　　（単位：千円。千円未満切捨て）

平成16年度
平成17年度
平成18年度
平成19年度
平成20年度
営業収益(a)

  うちサービス部門

　うち賃貸部門
501,932

272,023

229,909
534,524

310,609

223,915
534,081

320,724

213,357
515,163

304,677

210,486

449,806

250,474

199,332

営業費用(b)

うち営業原価
うち販売費・一般管理費
539,864

429,070
110,794
530,187

432,470
97,717
505,891

412,510
93,381
504,774

410,913

93,861

453,689

358,656

95,033

営業損益(c)=a-b
▲37,931
4,336
28,190
10,389

▲3,883

減価償却(d)
124,433
101,090
101,200

107,597

81,231

償却前利益(e)=c＋d
86,502
105,426
129,390

117,986

77,348

経常損益(f)
▲34,731

7,092
31,490

16,940

1,921

(参考)減損特別損益
―
▲618,243
―
―
―
当期損益
▲36,313
▲612,640
29,275
15,613

465

未処理損益

▲2,237,376
▲2,850,017
▲2,820,742

▲2,805,129
▲2,804,664
借入金

うち日本政策投資銀行

うち大阪府

2,506,400

371,200

2,135,200

2,370,400

235,200

2,135,200

2,234,400

99,200

2,135,200

2,145,600

10,400

2,135,200

2,135,200

0

2,135,200

　２　受検機関の対応

平成21年度、府立産業開発研究所で実施する「繊維産業実態調査」の結果を踏まえて、同社の事業再構築を行い、収益構造の改善を図るとともに、今後の貸付金の返済計画について同社と府で協議を行う。　
　３　課題

(株)大阪繊維リソースセンターについては、平成17年度以降債務超過の状況であり、平成18､19及び20年度の決算では三期続けて当期利益を計上したものの、平成20年度の秋以降の金融危機の影響により、収支状況が悪化、平成21年度以降についても、厳しい経営状況が続いている。

同社は、収益事業として、サービス部門及び賃貸部門があり、経営改善検討委員会の方針に基づき収益拡大の取組を進めているものの、大幅な営業収益の増加は難しいところである。

平成21年度からは大阪府の貸付金の償還が始まるが、このまま放置すれば(株)大阪繊維リソースセンターが経営困難な状況に陥ることは避けられないところであり、同社及び施設のあり方について早急かつ抜本的に検討する必要がある。




○　石川河川公園駐車場予定地について

	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府都市整備部

（公園課）
	監査（検査）

実施年月日
	平成21年６月15日から
平成21年８月３日まで

	委員意見

石川河川公園に設置を計画している柏原市内の駐車場については、平成４年に用地の一部が先行取得されているが、残りの用地が未買収であることから、いまだ整備は行われていない。

先行取得済の土地については、駐車場整備までの間における活用等が十分に期待できない状況であることに加え、今後、整備の遅れに伴う金利・事務費等府負担の更なる増加が見込まれることから、石川河川公園全域における駐車場の配置計画の再検討を行い、同駐車場に係る整備の必要性を早期に見極め、先行取得済の土地の取扱いについて検討されたい。



	１　背景・現状及び受験機関の対応

(1)  石川河川公園の駐車場整備計画

平成元年３月に策定された「石川河川公園基本計画」では、駐車場の配置について「計画敷地が線的形状であり、かつ、延長が比較的長く、形態的に特徴がある。この事によって、施設配置が分散型となることが予想される。また、右岸と左岸に区分され、利用面で確実に分断される。従って、駐車場の配置は、施設配置と同じく分散型とし、基本的には堤内地に確保することが妥当である。」としており、柏原市円明町ほか５か所において駐車場が計画されている。

(2)  柏原市円明町の駐車場整備

柏原市円明町内に4,296平方メートルを買収し、駐車場を整備する計画となっている。

そのうち、1,832平方メートルについては、平成４年３月、大阪府土地開発公社資金を活用して先行取得されている。同用地は現在も土地開発公社が所有しているが、府が買い戻す際にかかる金利・事務費等を平成21年４月時点で試算すると約2.5億円となる。

　(3)  公園基本計画等の再検討

 　　　　公園基本計画の策定から、既に20年以上が経過し、その後の公園需要にも変化がみられることや河川敷の利用についての制限が緩和されたことなどから、現在、計画の見直しが進められており、その中で駐車場に関しても配置計画を再検討することが予定されている。

(4)  監査委員意見について

　 　監査委員は、平成17年度に行った南部公園事務所の監査において、駐車場需要が増加している中、整備が遅れることにより、先行買収済用地に係る金利等、府の負担が増加することを懸念し、「早期の駐車場整備に努められたい。」旨の意見を述べ、駐車場の整備促進を求めたところである。

 (5)　受検機関の対応

ア　駐車場の整備

計画された駐車場整備のため、未買収の土地について地権者と交渉を進めているものの、いまだ買収に至っておらず、早期の整備は見込めない状況にある。

イ  先行取得用地の利用状況
先行取得済の土地は接している道路との段差が大きいことなどから進入路がとれないため、単独では駐車場の整備が行えないだけでなく、利用用途も限られることから、現状では、地元小中学校の生徒と協働で実施している「みんなで育てる花いっぱいプロジェクト」事業で使用する花苗の苗圃等として、そのうちの約85平方メートルを一定期間使用するに留まっている。

２　課題

(1)  未買収地について、地権者との買収交渉が膠着状態にあり、駐車場整備が進まない状態となっている。

(2)  公園整備が進み、来園者の駐車場需要は増しているものの、近隣における駐車場の開設や河川法の改正に伴い河川敷における駐車場整備の制限が緩和されるなどにより、当該箇所における駐車場整備が必ずしも必要であるとは言えない。

(3)  先行取得した土地については、その形状から進入路がとれないなどの制限があるため、駐車場整備までの間、他の用途についての利活用が見込めない。
また、先行取得時から買戻しまでの金利・事務費等は府の負担となり、整備の遅れに伴い負担額が増加している。

(4)  以上のことから、石川河川公園における駐車場の配置計画の再検討を早急に進め、当該駐車場に係る整備の必要性について見極め、先行取得した土地の取扱いについて検討する必要がある。



○　服部緑地公園内貸付地について

	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府都市整備部

（公園課）
	監査（検査）

実施年月日
	平成21年６月15日から
平成21年８月３日まで

	委員意見

服部緑地における耕作用貸付地のうち、耕作が行われていない土地については貸付契約の解除を行うなど早期に対応を進められたい。また、耕作が行われている土地を含めた公園整備の必要性を早期に見極め、その取扱いを検討されたい。



	１　背景・現状及び受験機関の対応

(1)　服部緑地公園の整備について

　 ア　服部緑地は、昭和16年12月に久宝寺、大泉、鶴見の各緑地とともに大阪都市計画緑地として都市計画決定された大阪四大緑地のひとつであり、計画面積142ヘクタールのうち、これまでに126.3ヘクタールが開設されている。
　  (2)　公園用地の貸付について

 　 ア  第二次世界大戦後、国による農地改革が進められる中で、服部緑地において公園用地として取得した土地については、「できるだけ長く農民に耕作させること」、「離作の際は適正な離作補償料を支払うこと」等を条件に農地改革の除外指定を受けたことから、府知事と耕作者との間で「耕作継続者とは１平方メートルあたり１円の貸付料で賃貸借契約を締結する」、「契約解除の際には適正な離作補償を行う」旨の覚書を締結した上で、昭和34年に賃貸借契約を締結、耕作者に貸付が行われることとなった。

イ　公園整備を進める中でこれらの土地のうち、大半については、耕作者に対する離作補償を行ったうえで契約を解除しているが、豊中市若竹町、同市北条町及び吹田市江坂町所在の土地15件（合計面積4,996㎡）については、昭和60年に貸付料が１平方メートルあたり22円に改定されるなど契約の変更は行われているものの、現在に至るまで貸付を継続している。
(3)　国有資産等所在市町村交付金について
ア　国又は地方公共団体（以下「地方公共団体等」という。）は、国有資産等所在市町村交付金法の規定に基づき、毎年度、所有する固定資産のうち当該地方公共団体等以外の者が使用しているものについて、当該固定資産が所在する市町村に対して、国有資産等所在市町村交付金（以下「交付金」という。）を支払うこととされており、府は豊中市及び吹田市に対し、固定資産の価格の1.4％相当の金額を交付金として支払っている。

　　 　イ　貸付地のうち、吹田市に位置する土地については、継続した耕作が認められないとして、吹田市は、雑種地としての価格評価を行っており、当該貸付地に係る交付金の額は約460円／平方メートルとなっており、貸付料の単価を上回っている。
２　課題

(1)　当該貸付地において公園を整備するにあたっては、現在耕作を行っている者に対し、離作補償を行う必要があるほか、当該貸付地が存在する公園計画区域内に未買収の民有地が混在しているなど、公園の開設へ向けた整備が困難な状況にある。

(2)　貸付地の一部においては、継続した耕作が行われておらず、市から雑種地として土地の価格評価がなされていることから、これらの土地については、交付金の額が貸付料を上回った状態となっている。

(3)　以上のことから、貸付地のうち、耕作が行われていない土地については貸付契約の解除を行うなど早期の対応が必要である。また、耕作が行われている土地を含めた公園整備の必要性を早急に見極め、その取扱いを検討する必要がある。



○　事業予定地の管理について
	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府都市整備部

（事業管理室、交通道路室、

河川室、公園課）

７土木事務所
	監査（検査）

実施年月日
	委　員　平成－年－月－日

	
	
	
	事務局　平成20年６月４日
から

　　　　平成21年３月３日
まで

	委員意見

都市整備部出先機関が管理する事業予定地について調査したところ、不法占拠されているもの、行政財産使用許可等所定の許可手続等がとられずに用地協力者に対し使用を認めているものがあったので、速やかに是正されたい。

また、今後、新たに不法占拠を発生させないよう、用地管理の要領等において、定期的なパトロールによる現状把握や是正措置について規定するとともに、フェンス、境界杭、看板を適切に設置・維持管理されたい。



	１　背景・現状

(1)  調査の背景
・　都市整備部が道路、河川、公園等土木事業のために取得し、事業着手までの間、管理している用地（以下「事業予定地」という。）は、平成20年10月時点で392か所（道路304、河川12、公園60、下水道16）にのぼる。

・　事業予定地の管理については、「都市整備部用地事務処理要綱」第17条において、「土木事務所長、建設事務所長等都市整備部の機関は、土地等の取得が完了したときは、「土木事業用地の管理及び引継ぎに関する事務要領」（平成16年４月１日事管第1406号土木部長通知。以下「要領」という。）に基づき、取得した土地を適正に管理しなければならない。」旨規定されている。そして、要領では「不法占拠及び事故等を防止するため、必要に応じて、境界杭、フェンス及び看板等の設置並びに除草・投棄物の除去等の措置を講じることにより、適正に管理しなければならない。」（第４条）としている。
・　ところが、平成20年８月、府道拡張整備のために取得した寝屋川市内の道路事業予定地が隣接地所有者によって資材置場や駐車場として20年近く不法占拠されてきた案件が判明している。当該案件が判明した後、都市整備部では、所管する事業予定地について一斉に状況把握を行い、不法占拠が確認されたものは解消に向けて取組を進めている。

・　このように、長期間にわたり管理不十分であった事業予定地が存在したこと、また、これに対応して都市整備部では改善に向けた取組を行っているところであるので、都市整備部出先機関に対する監査において、これらの状況を調査・確認することとした。

(2)　調査の実施方法

ア　調査対象機関（都市整備部出先機関13機関）
土木事務所（池田、茨木、枚方、八尾、富田林、鳳、岸和田）、西大阪治水事務所、寝屋川水系改修工営所、流域下水道事務所（北部、東部、南部）、安威川ダム建設事務所
イ　調査方法

・　事業予定地の管理全般に関する事務所の取組状況を担当職員から聴取。

・　平成20年10月現在の事業予定地リストから、不法占拠等の不適切な管理実態が判明しているものを中心に１機関当たり５件程度を抽出し、書類確認及び現地調査を実施。



	(3)　調査結果
・　調査の結果、２土木事務所（富田林、鳳）、寝屋川水系改修工営所、流域下水道事務所（北部、東部、南部）及び安威川ダム建設事務所では、不法占拠等、不適切な事例は認められなかった。また、西大阪治水事務所は所管する事業予定地がなかった。

・　５土木事務所（池田、茨木、枚方、八尾、岸和田）では、駐車場や不法耕作等として不法占拠されているものが、合計13件存在した。

ただし、当該13件はすべて上記の都市整備部の一斉調査で把握済みのものであり、監査時に新たに発見されたものはなかった。また、一斉調査の時点では不法占拠状態であったものが、監査時には既に解消されているものもあった。
・　また、用地買収に協力した元土地所有者（以下「用地協力者」という。）に対して、事業着手時に撤去する旨の確認書を提出させた上で、事業予定地内での耕作等の使用を認めているものが、枚方土木事務所において14件存在した。

　　【不法占拠件数】

土木事務所名

池　田

茨　木

枚　方

八　尾

岸和田

合　計

道　路

１

１

３

１

４

１０

河　川

０

０

０

０

１

１

公　園

０

０

２

０

０

２

合　計

１

１

５

１

５

１３

　

【確認書に基づく使用件数】

土木事務所名

池田

茨木

枚方

八尾

富田林

鳳

岸和田

合計

道　路

０

０

１４

０

０

０

０

１４

 (4)　受検機関の対応について
ア　不法占拠について
（ア）フェンス、境界杭、看板について

・　府有地であることを明確化し、物理的に不法占拠しにくくするためには、フェンスの設置が効果的である。また、境界杭や看板（府有地であることを明示し、関係者以外の立入りを禁止する旨記載したもの）を設置すれば、府有地であることが明確になり、抑止効果が期待されるとともに、不法占拠が発生した場合に住民等からの情報提供が得られる可能性もある。

・　要領では「必要に応じて、境界杭、フェンス及び看板等の設置並びに除草・投棄物の除去等の措置を講じる」（第４条）としている。調査の結果、事業予定地においては、地形的に問題がある場合や隣接地の通路確保の必要があるもの等を除き、フェンスがおおむね設置されていた。
・　不法占拠されている13か所の状況は次のとおりである。

・　フェンスについては、未設置は４か所であったが、これは隣接地から公道への通路確保の必要性があるためであり、やむを得ないものと認められる。それ以外の９か所は設置されていたが、(a)一部未設置であるもの２か所、(b)既設のフェンスが老朽化し破損しているもの１か所、(c)施錠されていないため当該事業予定地への立入りが可能となっているもの６か所が認められた。

・　境界杭は、フェンス未設置の４か所について、設置されていなかった。
・　看板は、１か所を除き設置されていなかった。

・　以上のことから、地形や状況に応じて、フェンス、境界杭、看板等を的確に設置するとともに、適切に維持管理していくことが必要であると考えられる。
（イ）早期発見のためのパトロールについて

・　不法占拠を防ぐためには、早期に発見し、速やかに物件撤去・退去交渉を行うことが重要であり、定期的なパトロール等による現状把握が必要である。
・　しかしながら、要領においては、定期的なパトロール等による現状把握についての規定がない。また、監査時点において、定期的なパトロールを実施している機関はなかった。

・　どの程度の頻度で事業予定地のパトロールを行うかは、当該機関の人員体制、事業予定地の状況等によって総合的に判断する必要があるが、少なくとも年に複数回はパトロールを行い、不法占拠が発見された場合には速やかに撤去・退去交渉を行うなど、不法占拠を新たに発生させない体制づくりが必要である。

（ウ）都市整備部の調査・交渉状況について

・　長期間にわたり適切な管理がされていない事案が判明した平成20年８月以降、都市整備部では、当該事案の不法占拠状態の解消に取り組むとともに、所管する事業予定地について実態調査（調査対象：道路304、河川12、公園60、下水道16　計392）を行い、不法占拠状態が確認されたものは、不法占拠者の確認、自主撤去・退去の交渉など是正に向けた取組を進めている。監査実施時点では、当該長期不法占拠事案を含め、既に解消済のものもあった。

・　一方、都市整備部では、歳入確保の取組の一環として事業予定地の貸付に取り組んでいるところであり、その候補地選定作業を通じて、改めて事業予定地の管理状況の再確認が行われつつある。

・　今後とも、現況把握に努めるとともに、粘り強く交渉を継続し、不法占拠の解消の努力が求められる。

イ　撤去確認書による事業予定地の使用について

・　「工事着工時期の予告があった場合は速やかに使用を中止し、現地を工事施行の支障とならない状態にすることを確約する」旨の確認書を年１回提出させることで、用地協力者の使用を認めている事例が１事務所において14件あった。その多くは、耕作地として使用されていた。
・　このようなケースが存在する事情を確認したところ、「本来、行政財産目的外使用許可等の手続が必要であることは認識しているが、府公有財産規則等の規程上は使用許可が困難である。また、土木事務所自らが管理する場合、フェンスの設置費用や除草の委託費用などがかかるが、用地協力者に使用させることにより管理費用が節減できるなどのメリットも存在する。」旨の説明があった。

・　買収に協力してもらった用地協力者からの依頼が断りづらい状況にあるとは推測されるものの、本件は行政財産使用許可等、法令に基づく所定の許可手続なしに使用を認めているものであり、不適切である。

・　本件のような取扱いが他事務所にも存在しないか改めて確認するとともに、速やかに解消を図る必要がある。

　　　　　　
２　課題

(1)　都市整備部出先機関が管理する事業予定地について調査したところ、不法占拠されているもの、行政財産使用許可等所定の許可手続等がとられずに用地協力者に対し使用を認めているものがあった。これらについては、速やかに是正する必要がある。
(2)　今後、新たに不法占拠を発生させないよう、用地管理の要領等において、定期的なパトロールによる現状把握や是正措置について規定する必要がある。また、フェンス、境界杭、看板等を適切に設置・維持管理することが必要である。



○　不適正会計処理に対する対応について

	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府住宅まちづくり部

（住宅経営室）
	監査（検査）

実施年月日
	平成21年６月８日から

平成21年７月14日まで

	委員意見

住宅経営室において、弁護士から返還された郵券及び印紙を、郵券類出納簿に記載せず、机の中で保管し、郵券及び印紙が郵券類出納簿より不足した際に、補てんしていた事案が判明した。　

住宅まちづくり部においては、部内におけるコンプライアンス意識の向上及び公金に対する意識啓発等、再発防止策に取り組まれたい。


	１　背景・現状

  住宅経営室住宅管理課では、府営住宅の家賃滞納者に対する法的措置を講じる事務を担当しており、裁判所への提訴、調停申立て等のために必要な郵券や印紙は、郵券類出納簿で管理し金庫内で保管しているものを使用している。提訴を取り下げた場合や調停等で不要分が生じた場合などには、訴訟委任先の弁護士から未使用分が返却されることがある。これらの一部を郵券類出納簿に記載せず、担当者が机の中で保管（私用のものを合わせ、切手40枚5,075円相当、印紙22枚26,750円相当分）し、郵券や印紙の現物が郵券類出納簿残高より不足した際に、補てんしていたという事実が平成21年４月に判明した。

２　受検機関の対応

　　　事案発覚後、歴代の関係職員に対する事実関係究明のため聞き取り調査を実施した。

　また、書類調査として、決裁原議と郵券類出納簿を突合するとともに、必要に応じ弁護士事務所が保存している書類等とも突合した。

　調査確認の過程で、府営住宅入居者に対し家賃に関する滞納催告書や納付書の送付等のため、郵便での発送業務がほぼ連日行われており、頻繁に郵券が必要となることから、一部の担当者が、弁護士から郵券や印紙が返却されても、郵券類出納簿に記載することなく、返還された郵券を直近の発送等に一部を補てんしていたことも判明した。

　印紙についても、平成21年３月末時点で、誤って郵券類出納簿より印紙を多く払い出していたことが判明し、帳簿残高よりも現物が少なかったため、返還された印紙をこれに補てんしていた。

　郵券類出納簿に記載せずに机の中で保管していた郵券及び印紙については、管理と保管を適切に行うため、平成21年７月２日付け及び８月26日付けで住宅経営室住宅管理課の郵券出納簿に受入れ、金庫で保管した。

また、郵券や印紙は郵券印紙管理担当者（総括主査）のみが取り扱い、上司である課長補佐が郵券類出納簿と現物とを確認するなど内部統制が働くよう事務手続を変更した。

３　課題

　大阪府では、平成18年末の不適正な会計処理の再発により、府政に対する府民の信頼を著しく損なうこととなったことから、再発防止に取り組んできたところである。にもかかわらず、このような不適正な会計処理が再び発生し、その取組が不十分であったと言わざるを得ない。
本事案については、同様のことが起きないよう対策は講じられたが、今後、府民の信頼を失う事態を招かないよう、より一層、職員の公金に対する意識啓発及びコンプライアンスの向上に取り組むとともに、部局における事務事業に伴うリスクに対してチェック体制を設けるなど、事務処理の誤りや不適切な会計処理の発生を未然に防ぐよう取り組まれたい。



○　府立高等学校授業料の収入未済について

	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府教育委員会事務局
	監査（検査）

実施年月日
	平成21年５月21日
から

平成21年７月28日
まで

	委員意見

府立高等学校の授業料の収入未済（滞納）は、近年、大幅に増加しており、早急に対策を強化する必要がある。

授業料の徴収事務については、各学校が実施しているところであるが、教育委員会事務局として、滞納債権の現状把握に努めるとともに、保護者に対する請求の法的根拠の明確化を図るなど、収納率向上のための効果的な手法について検討・指導を行い、各学校に対する支援体制の強化に努められたい。



	１　背景・現状及び受検機関の対応
(1)　授業料の収入未済の現状と受検機関の対応

ア　府立高等学校の授業料の収入未済（滞納）は、平成17年度には約１億４千５百万円（2,211人）であったが、18年度約２億５千２百万円（3,519人）、19年度約３億３千５百万円（4,448人）、20年度約４億２千９百万円（5,630人）と、近年、人数・金額ともに大幅に増加している。平成18年度以降について、収入未済額が全国で最多であるとの報道もなされているところである。

また、収入未済額が調定額に占める割合も、平成17年度の1.1％から20年度の3.1％へと上昇している。

　[image: image8.wmf]単位

平成17年度

平成18年度

平成19年度

平成20年度

調定

人数

人

123,151

98,769

103,571

99,606

(A)

金額

千円

12,855,842

13,329,756

13,513,950

13,892,172

収入未済

人数

人

2,211

3,519

4,448

5,630

(B)

金額

千円

145,381

251,775

335,453

428,508

収入未済率

人数

％

1.8

3.6

4.3

5.7

(B)/(A)

金額

％

1.1

1.9

2.5

3.1

区分

※　全日制・多部単位制・定時制の合計

【授業料の徴収状況】


イ　授業料の徴収事務は「大阪府立高等学校等処務規程」により、校長の専決事項と定められている。

滞納者に対しては、各学校が、電話や家庭訪問等を通じて納入指導を行っている。

また、生徒・保護者の状況等を確認することにより、滞納理由の把握に努め、その理由が経済的困窮によるものである場合は、授業料減免制度、各種奨学金制度の活用や授業料の分割納付等について説明を行い、滞納防止に努めている。

（参考）

大阪府立高等学校等処務規程
（校長の専決事項）
第３条　校長の専決事項は、大阪府教育委員会規則又は他の規程で定めるものほか、歳入の徴収に関することとする。
ウ　授業料収入未済の増加に対応し、平成20年度からは、教育委員会事務局財務課において、学校長から徴収依頼のあった債権について法的措置（支払督促の申立て）を含めた取組を実施している。

［各学校の事務］
学校長は、度重なる納入指導を行ったにもかかわらず、授業料を滞納している者に対して、催告状（支払督促申立ての予告）を送付し、なおも支払う意思を示さない場合は、教育長に対して支払督促による徴収を依頼する。

［教育委員会事務局の事務］

財務課では、学校長から徴収依頼を受けた債権について電話等による納入指導を行った上で、納付されない場合は、催告状（支払督促申立ての予告）を送付し、なおも支払う意思を示さない場合は、法的措置（支払督促の申立て）を実施する。

エ　平成20年度に、学校長から徴収依頼があり、財務課において徴収事務を行った事案は65件、滞納金額は15,740,050円で、うち授業料の金額は15,364,204円である。

しかしながら、当該件数・金額の収入未済全体に占める割合は、大きいとは言い難い。

また、平成21年６月の時点で、65件のうち18件については支払い督促の申立て等により債務名義を取得し強制徴収できる債権となっているが、債務者の財産を調査・特定することが困難であるということもあり強制執行に至った事案はない状況である。

オ　以上のように、教育委員会事務局においても、収入未済に対する一定の取組を進めているものの、府立学校全体の収入未済対策を総合的に企画・立案・指導する役割を担っている組織は存在しない。基本的には、授業料の徴収事務は各学校長の専決事項として各学校が個別に対応している。

授業料の収入未済が年々大幅に増加している状況においては、個々の学校それぞれにおける取組を継続するだけでなく、教育委員会事務局の積極的な支援体制（対策の総合的な企画・立案・指導）が求められる。

(2) 収入未済に係る現状把握について

ア　収入未済を減らすためには、教育委員会事務局において、府立学校全体に係る現状を把握・分析し、その状況に即した対策を的確に講じていくことが望ましい。
イ　この点について確認したところ、次のとおりの状況であり、状況把握が十分にできているとは言い難い状況であった。

・　授業料の調定・収入状況等は、教育委員会事務局財務課が管理・運営している「授業料システム」によりコンピュータ管理されている。

・　「授業料システム」には、生徒一人ひとりの個人別の収入状況を参照する機能は備わっている。各学校では、当該データに基づき、個々の滞納生徒・保護者に対して催告等を実施している。

・　一方、「授業料システム」には、データを特定の条件に応じて抽出・集計する機能が備わっていない。

このため、教育委員会事務局では、収入未済が特定の学校に偏在しているのか、各学校に概ね均一に発生しているのかさえ把握できていない状況である。また、在学者・卒業者別など類型別の数値も把握できていない。
ウ　以上のことから、「授業料システム」に記録されている膨大なデータを容易に分類・集計し分析できるよう同システムの機能向上を図るなど、現状把握ができる仕組みについて、費用対効果を勘案しながら検討すべきである。

(3) 制度改善の検討について

ア　各学校においては、多忙の中、収入未済授業料の徴収努力を続けているが、取組にも関わらず、収入未済が増加傾向にある。このため、さらなる制度改善についても積極的に検討していくべきである。

イ　検討に当たっては、下記(ア)(イ)を含め幅広く制度改善を検討すべきであり、他都道府県における先進的な取組についても可能な限り調査を行うべきである。

　　なお、当該検討を各学校が個別に行うことは非効率であることから、教育委員会事務局が主体となって情報を積極的に収集し、効果的と思われる手法については制度化を検討するなど、より積極的に学校を支援していく必要がある。
(ア)　保護者に対する請求について

・　「大阪府立高等学校等条例」では、授業料は生徒本人が納付の義務を負うこととされている。

・　しかしながら、一般的に、高等学校在学中の生徒に学費負担能力はなく、保護者が学費負担しているケースが大半であることから、実務的には、滞納案件の生徒本人が未成年者である場合は、債務者本人のみならず、法定代理人である保護者との連名で督促・催告を実施している。

・　収入未済を減らすためには、未成年の生徒の保護者への督促・催告等を一層強化していくことが必要であるが、現行の条例では、あくまで保護者は法定代理人であって支払い義務が課されていない点に大きな課題がある。
・　他府県においては、授業料等徴収条例において、保護者に授業料の納付義務を課したり、入学時に、授業料納付について保護者が責任を引き受ける旨を記載した誓約書を徴するなど、生徒本人だけでなく保護者からも債権を回収できる法的根拠の明確化を図っているところもある。

・　このような方法を含め諸手法を検討し、保護者に対する請求の法的根拠を明確化できるよう、制度改善を図るべきである。
（参　考）

大阪府立高等学校等条例

(入学検定料、入学料及び授業料)
第４条　高等学校に入学しようとする者は入学検定料を、高等学校に入学を許可された者は入学料及び授業料を納付しなければならない。
(イ)　口座振替の義務化について

・　各学校では、生徒本人・保護者に口座振替の利用を依頼しているものの、あくまで任意の協力依頼である。

・　事務局監査時点では、概ね８割強の人が口座振替を利用していた。

・　受検機関としては、「口座振替が納付率の向上効果につながるかどうかは現在のところ不明」との認識であった。

・　口座振替は、口座に残高があれば自動的に納付がなされるものであることから、納付率向上に一定の効果があるものと推測されるものの、その一方、どの程度の効果があるかについての客観的検証結果は現在のところ見当たらない。

・　この点については、他都道府県の状況調査において、

ａ　どの程度の都道府県が口座振替義務化を実施しているか
ｂ　実施した結果、どの程度、納付率の向上につながったか

など、具体的・客観的なデータを収集し、効果検証を行うことにより、導入の要否を検討していくべきである。

２　課題

(1)　授業料の収入未済については、状況が改善されなければ、誠実に納付している者との間に不公平感を生じさせ、さらに収入未済が増加するという悪循環に陥る可能性が高い。生徒の状況に応じて、授業料減免制度や奨学金制度、分割納付を活用するなど、引き続き十分に配慮しつつも、早急に対策の強化に取り組む必要がある。

(2)　授業料の徴収事務については、一部の債権において、教育委員会事務局も校長の依頼を受け法的措置（支払督促の申立て）を含めた取組を行っているところであるが、収入未済額が年々大幅に増加する中では、教育委員会事務局内に、大阪府全体の授業料収入未済対策を総合的に企画・立案・指導する体制整備が必要である。

(3)　収入未済の対策を講じるためには、現状の把握・分析が基本である。収入未済に係るデータを容易に分類・集計し、分析できるよう「授業料システム」の機能向上を図るなど、現状把握ができる仕組みについて、費用対効果を勘案しながら検討すべきである。

(4)　保護者に対する請求の法的根拠を明確にするために、効果的な手法について情報を積極的に収集し検討を行い、制度改善を早急に図るべきである。




○　放置違反金等の債権管理について

	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府警察本部
（交通部駐車対策課）
	監査（検査）

実施年月日
	平成21年６月15日から
平成21年７月31日まで

	委員意見

放置駐車違反車両に係る放置違反金の収入未済は年々累増しており、約15万９千件、約21億4,781万円（平成20年度末）と大きな金額となっていることから、早急にその徴収の強化にむけた対策を講じられたい。また、放置違反金の債権管理に使用している電算システムは、効果的な滞納債権回収を行うために必要な機能が備わっていないことから、その機能強化について検討されたい。

さらに、各警察署で徴収している違法駐車車両排除費を放置違反金と一元管理する等、より効果的な債権管理体制のあり方についても、併せて検討を行うこととされたい。



	事案の内容等

１　背景・現状及び受検機関の対応

(1)　放置違反金とは

ア　放置違反金は、放置駐車違反を行った運転者の責任が追及できない場合（運転者が反則金を納付しない場合）に、車両の使用者に対し納付を命じるものであり、平成18年６月１日に導入された（道路交通法（以下「法」という。）第51条の４）。

その金額は、運転者が納付すべき反則金と同額（例えば、駐車禁止場所における普通車の場合は15,000円。）である。

　イ　放置違反金の徴収は公安委員会の権限とされており、大阪府警では、駐車対策課の付置機関である駐車管理センターにおいて、納付命令、督促、徴収等の一元的な管理を行っており、61名の職員が従事している。

ウ　放置違反金の実効性を高めるため、車検拒否制度が設けられており、放置違反金を納付していない場合には車検を受けることができない仕組みになっている。

(2)　放置違反金の収入未済の状況

ア　放置違反金の収入未済は年々増加しており、平成20年度末時点で約15万９千件、約21億4,781万円と、大阪府警察本部の収入未済額全体の97.8％を占めている。
【放置違反金の収入未済状況】　　　　　　　　（単位：件、千円。千円未満切捨て）
調定

収入済

不納欠損

収入未済

平成18年度

件数

247,568 

199,770 

0 

47,798 

金額

3,504,459 

2,825,694 

0 

678,765 

平成19年度

件数

436,799 

(47,798)

324,708 

56 

112,035 

金額

6,013,491 

(678,765)

4,493,957 

792 

1,518,742 

平成20年度

件数

481,953 

(112,035)

322,871 

104 

158,978 

金額

6,646,113 

(1,518,742)

4,496,834 

1,473 

2,147,805 

　(注)　(　)内は繰越分。


	(3)　徴収促進の必要性について

ア　放置違反金の徴収の手続としては、放置駐車違反車両の使用者に対し納付命令を行い、納付期限が経過しても納付されない場合は督促を行うこととなる。
放置違反金に関する事務のうち、確認事務、納付命令、督促及び滞納処分を除く事務については、全部又は一部を会社その他の法人に委託することができる（法第51条の15第１項）とされており、駐車管理センターでは、各種書類の発送業務、データ入力業務及び電話催告業務等、民間会社等に委託可能な業務については民間委託をしている。

イ　督促の指定期限までに納付されないときは、地方税の滞納処分の例により強制徴収することができる（法第51条の４第14項）とされている。

放置違反金に係る強制徴収の実施件数は年々増加しており、平成20年度は2,500件、金額は3,580万円と平成19年度の約2.4倍の件数を実施している。しかしながら、平成20年度末の収入未済件数が16万件近く存在するのに比べるとわずかな件数と言わざるを得ない。

【強制徴収等の実施件数の推移】　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：件）
年度

平成18年度

平成19年度

平成20年度

平成21年度

徴収件数

460

2,703

7,943

1,088

強制徴収

208

1,021

2,500

525

任意徴収

252

1,682

5,443

563

（注１）平成21年度は４月、５月の２か月間

（注２）「強制徴収」とは、金融機関の預貯金口座を差し押えて回収したもの

「任意徴収」とは、納付期限後、訪問催告等を行い滞納者から直接現金で徴収したもの

ウ　放置違反金制度は平成18年度に導入されており、平成23年度以降は時効期間（５年）が満了する債権が出てくることから、多額の不納欠損が発生しないか懸念される。駐車管理センターによれば、支払い能力があるにもかかわらず支払わない悪質な滞納者が存在するとのことであり、今後、放置違反金の徴収を強化する必要がある。
また、徴収努力が不十分なままに時効を迎えてしまう債権が出てくると、いわゆる「逃げ得」となり、誠実に納付している者との不公平感から一層滞納が増加するという悪循環となる可能性もある。このようなモラルハザードを防ぐために、強制徴収も含め徴収を徹底していることを積極的にＰＲする必要がある。

エ　さらに、例えば、約11億円（平成21年５月末時点）の放置違反金収入未済を抱える愛知県警では、平成20年４月から県の税務担当者を出向で受け入れ、徴収の強化を図っているとの報道もある。大阪府警としても、徴収に係る専門的ノウハウの蓄積の面で、知事部局との連携を含めて、そのあり方を検討すべきである。

(4)　電算システムの改善について

ア　駐車管理センターでは、専用の電算システムを用いて債権管理を行っている。この電算システムは個々の滞納案件の債権管理は適切に行えるものの、管理している債権数が膨大となるに従い、その機能面に大きな制約があることが明らかとなっている。

イ　16万件近くの膨大な債権に対して効率的に催促や滞納処分を行うためには、催促等の必要性の高さに応じて、債権を分類・抽出しリストアップする機能が必要である。例えば、車検拒否制度により、車検期限前の案件は相当な確率で自主納付が見込まれるが、期限経過後は積極的な催告の必要性が高い。また、放置駐車違反を繰り返して多額の滞納額となっている債権については、特に重点的に対応する必要性が高い。しかしながら、同電算システムには一定の要件に該当する債権の抽出や分類集計の機能は備わっていない。

ウ　費用面の課題はあるものの、限られた人員で効果的な徴収を行えるよう、電算システムの機能強化について検討すべきである。


	(5)　債権の一元管理について

ア　放置違反金と類似した債権として違法駐車車両排除費がある。これは、違法駐車車両をレッカー等で移動・保管した際に、その措置に要した費用を運転者等から徴収するものである（法第51条第15項及び同第16項）。徴収は警察署長の権限とされており、各警察署では交通取締りに従事する警察官がこれらの業務の合間に督促等の債権管理を行っている。

イ　違法駐車車両排除費の収入未済は、約2,400件、約4,049万円（平成20年度末）である。このうち前年度以前からの繰越分が約７割を占めていることから、放置違反金と同様、債権管理の一層の徹底・強化が求められる。

ウ　違法駐車車両排除費については、地方税の滞納処分の例により強制徴収することができるとされているが、警察署によってその取扱件数が異なることからノウハウの蓄積に差があると考えられる。また、現在の厳しい治安・交通状況のもと、警察官ができるだけ治安維持や交通取締り等の業務に就くことが求められている。

エ　これらを勘案すれば、徴収権限（違法駐車車両排除費は警察署長権限、放置違反金は公安委員会権限）が課題となるものの、例えば、強制徴収手続に移行する債権のようにノウハウが必要で手間がかかる債権については放置違反金と一元管理する等、より効果的な債権管理のあり方についても、併せて検討を行う必要がある。

２　課題

(1)　放置違反金の収入未済は、約15万９千件、約21億4,781万円（平成20年度末）と大きな金額となっている。滞納債権の徴収を強化するとともに、モラルハザードを防ぐため、徴収を徹底していることを積極的にＰＲする必要がある。

(2)　放置違反金の債権管理に使用している電算システムは、効果的な滞納債権回収を行うために必要な機能が備わっていないことから、その機能強化について検討すべきである。

(3)　各警察署で徴収している違法駐車車両排除費についても、放置違反金と一元管理する等、より効果的な債権管理体制のあり方についても、併せて検討を行うことが求められる。



○　決裁遅延について

	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府総務部

（人事室企画厚生課、

行政改革課）
	監査（検査）

実施年月日
	平成21年６月19日から

平成21年７月23日まで

	処理区分
	指摘事項
	事務区分
	歳　　　出

	指摘事項

委託契約等の経費支出手続において、契約期間の始期や業務実施日までに経費支出伺の起案及び決裁ができていないものがあった。



	指摘事項の内容等

　１　総務部における委託契約等に係る支出手続について確認したところ、契約期間の開始後や業務の実施後に経費支出伺の起案・決裁が行われているものがあった。

〔人事室企画厚生課〕

内　　容

Ｘ線画像読取装置システムの保守業務委託契約の締結並びに経費の支出について

契約期間

平成20年8月1日から平成21年3月31日まで

起案日

平成20年8月1日（実際の起案日は8月29日）

契約金額

1,326,300円

　　（注）　行政文書管理システムでは、任意の日を起案日として設定できるが、実際に起案を行った日は「履歴」としてシステム内に記録される仕組みになっている。「起案日」欄の（　）内は「履歴」に記録された実際の起案日。（以下の案件についても同じ）

〔人事室企画厚生課〕

内　　容

大阪府給与関係例規集の製作に関する契約及びこれに要する経費の支出について

契約期間

平成21年2月24日から平成21年3月31日まで

起案日

平成21年2月19日（実際の起案日は2月25日、決裁日3月17日）

契約金額

917,280円、2,998,800円、352,800円

〔行政改革課〕

内　　容

大阪府都市開発株式会社経営活性化策及び民営化の方針策定支援業務事業者選定委員会及び事前審査に要する経費の支出について

事業実施日

平成20年9月22日

起案日

平成20年9月8日（実際の起案日は10月1日）

支出額

94,500円

〔行政改革課〕

内　　容

大阪府指定出資法人に関する専門家会議（経営評価部会（第１、２回）、役員報酬制度等検討部会（第１回））

事業実施日

平成20年11月17日・11月26日・12月3日

起案日

平成20年11月10日（実際の起案日は12月12日）

支出額

163,134円

　

２　業務委託等に際しては、契約に係る組織的な意思決定のため、経費支出伺の決裁を行った上で契約を締結（支出負担行為）することとしている。
　これらの事案については、支出の原因となるべき契約に係る組織的な意思決定が行われないまま、当該行為が実施されていたことになり、大阪府財務規則第39条に違反するものである｡

３　本件については、部としてのコンプライアンスに対する姿勢、組織としての内部統制のあり方、意思形成過程のあり方にも関わる基本的な課題であり、部として改善に取組む必要がある。

今後は、このようなことのないよう十分注意するとともに、再発防止のための措置を講じられたい。
（参考）

大阪府財務規則第39条(支出負担行為)

知事又は第３条の規定により支出負担行為に関する事務を委任された者は、予算の範囲内であることを確認した上で支出負担行為をしなければならない｡

２　前項の場合において、支出負担行為をする者は、経費支出伺書(様式第29号の２)を作成の上、これを行わなければならない｡ただし、知事が別に定める場合は、この限りでない。




○　JR分割定期の取扱いについて

	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府総務部

（人事室企画厚生課、
　総務サービス課）
	監査（検査）

実施年月日
	平成21年６月19日から

平成21年７月23日まで

	処理区分
	指示事項
	事務区分
	庶務諸給与

	指示事項
　　ＪＲ通勤定期を利用して通勤している職員に対して支給する通勤手当について、いわゆる分割定期を購入すると運賃が安価になる場合には、最も安価となる運賃で計算した額をもって通勤手当を支給することとして、より一層の経費の削減に努められたい。

	指示事項の内容等
１　現状

　　ＪＲを利用して比較的遠距離の通勤をする場合、途中駅で定期券を分割して購入すると運賃が安くなるケースがある（大阪駅を基準とした場合、概ね神戸駅・宝塚駅・京都駅以遠の各駅から通勤する場合が該当）。これはＪＲが他私鉄との競合区間において特定運賃を設定していることによるものである。

現行の職員の通勤手当認定では、分割定期を購入するか否かは職員の判断に委ねられ、実際購入する金額で、申請・認定している。そのため、同じ通勤区間でも取扱いが以下の３パターンに分かれる結果となっている。

(1)通し運賃で認定され、実際に通し運賃で通勤定期を購入しているケース

(2)分割定期運賃で認定され、実際に分割定期を購入しているケース

(3)通し運賃で認定され、実際には分割定期を購入しているケース

　　※　所属での事後確認の結果、(3)の場合には、(1)又は(2)に是正する。　　

　　

　　定期監査において通勤手当の支給状況を確かめたところ、上記(3)に該当するにもかかわらず、(1)又は(2)に是正されていない事例があった。
職員

通勤

区間

通し運賃（Ａ）
実際の購入区間

分割運賃（Ｂ）
差　額

（Ａ）－（Ｂ）
Ａ・Ｂ

Ｖ～Ｚ

105,840円

（211,680円）

Ｖ～Ｗ

＋

Ｗ～Ｚ

92,230円

（184,460円）

13,610円

（27,220円）

Ｃ

Ｘ～Ｚ

208,650円

（417,300円）

Ｘ～Ｙ

＋

Ｙ～Ｚ

195,050円

（390,100円）

13,600円

（27,200円）

　　運賃額は６ヶ月定期の運賃（カッコ内は１年換算額）。

　　いずれも通し運賃で申請・認定されており、差額は実質的に過払いになっている。　　

２　指示事項の内容

　　分割定期を購入する方が安上がりになる区間を利用して通勤する職員の通勤手当は、実際に分割定期を購入するか否かに関わりなく、分割定期を購入した場合の運賃を基に支給することとして、経費削減を図られたい。




○　通勤手当の支給事務について

	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府府民文化部

（私学･大学課）
	監査（検査）

実施年月日
	平成21年６月１日から

平成21年７月９日まで

	処理区分
	指　摘　事　項
	事務区分
	庶務諸給与

	指摘事項
通勤手当の支給事務について、病気休暇により勤務実態がない期間があったにもかかわらず、戻入処理が行われなかったため、過払いとなっているものがあった。


	指摘事項の内容等
１　私学･大学課の通勤手当の支給状況について確認したところ、下記のような誤りがあった。

(1) Ａ職員は、平成20年10月に６か月分の通勤手当の支給を受けたが、同年10月24日から12月26日まで病気休暇を取得し、12月27日から31日までは週休日及び休日であったため、同年11月分及び12月分については勤務実態がなく支給要件が消滅していた。
(2) Ｂ職員は、平成20年10月に６か月分の通勤手当の支給を受けたが、同年11月26日から12月26日まで病気休暇を取得し、12月27日から31日までは週休日及び休日であったため、同年12月分については勤務実態がなく支給要件が消滅していた。
２　しかしながら、当該手当について再計算による戻入処理が行われなかったため、下記のとおり過払いとなっていた。

期間
既支給額
再計算による正支給額
過払支給額
Ａ職員

平成20年10月～
平成21年３月

92,940円

66,780円

26,160円

Ｂ職員
平成20年10月～
平成21年３月

73,660円

70,060円

3,600円

３　本件については、速やかに戻入等の是正措置を講じるとともに、今後、このようなことのないよう十分注意されたい。

（参考）
○　職員の通勤手当に関する規則

第20条　条例第14条第１項の職員が、出張、休暇、欠勤その他の理由により、月の１日から末日までの期間の全日数にわたって通勤しないこととなるときは、その月に係る通勤手当は支給しない。



○　普通財産の管理について

	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府府民文化部

（文化課）
	監査（検査）

実施年月日
	平成21年６月１日から

平成21年７月９日まで

	処理区分
	指　摘　事　項
	事務区分
	財　　　産

	指摘事項
府民文化部文化課が普通財産として管理する土地について、府有財産使用貸借契約等所定の契約手続なく隣接自治会に対し使用を認めているものがあった。


	指摘事項の内容等

１　文化課が普通財産として管理する土地（吹田市山田東４丁目197番地11、約1,700平方メートル）は、昭和61年12月22日に日本万国博覧会記念協会（以下、万博協会という）の所有地と大阪府の廃道路敷とが等価交換されたものである。

当該土地は、等価交換以前に、隣接自治会から地域の子どもの遊び広場として要望されており、「交換契約書」の中で「同62年４月１日の翌日から10年間、多目的広場の用途に供さなければならない。」旨が定められていた。

また、モノレール基地の隣接地である当該土地は、万博協会との協議に基づき、大阪高速鉄道株式会社により車両基地造成工事の一環として整備されており、昭和61年12月に、同社と隣接自治会の間で、土地利用に関する「確認書」が交わされていた。

２　当該土地は、昭和62年６月８日に土木部交通政策課（当時）から企画部府民文化室（当時。現在は文化課）に所管換えされ、文化課所管の普通財産として管理されることとなったが、同課では「交換契約書」で定めた期間が経過した後も、貸付の妥当性等を検討することなく、また、府有財産貸借契約等所定の手続も行わないまま、引き続き実質的に無償貸付の状態で隣接自治会に使用を認めてきた。
３　普通財産については、「財産の交換、譲渡及び貸付け等に関する条例」第４条及び「大阪府公有財産規則」第36条に無償貸付ができる場合を規定しており、貸付を受けようとする者から普通財産使用承認申請書及び普通財産貸付料減額・免除申請書を提出させ、府有財産使用貸借契約書を結ぶこととなっている。
　　なお、大阪府における行政財産使用許可及び普通財産貸付の方針は、相手方を問わず有償とすることを原則としており、平成18年２月24日付け総務部長通知により、使用料及び貸付料の減免措置を講じることがやむを得ないと認められる場合の基準が規定されている。
４　本件については、公有財産規則など法令等の手続に則り、適正な公有財産の管理がなされるよう是正されたい。
○大阪府財産の交換、譲渡及び貸付け等に関する条例
（普通財産の貸付け等）

第４条　普通財産は、公用、公共用又は公益事業の用に供するときその他知事が公益上特に必要があると認めるときは、これを無償又は減額した価格で貸し付けることができる。

○大阪府公有財産規則

（無償貸付けの基準)

第36条　普通財産は、次の各号のいずれかに該当する場合は、交換条例第４条第１項又は第２項の規定により、無償で貸し付け、又は貸付け以外の方法により使用させることができる。この場合において、府の負担金等が生じる場合は、これに相当する額を当該財産を借り受ける者に負担させるものとする。

１　国又は他の地方公共団体その他の公共団体において、公園、緑地、ため池、火葬場、墓地、ごみ処理施設等の用に供するとき。

２　府の事務又は事業と密接な関連を有する公共的団体において知事が特に公共性が高いと認める用途に供するとき。

３　前２号に準ずる場合であって、知事が公益上特に必要があると認めるとき。

(貸付料の減免手続)

第38条　貸付料の免除又は減額を受けようとする者があるときは、その者から普通財産貸付料減額・免除申請書(様式第17号)を提出させなければならない。

○平成18年２月24日付け総務部長通知（要旨）
（使用料等の減免措置を講じることがやむを得ないと認められる基準）

　１　当該地等における事業に府の事務事業との関連性が認められる場合

　２　府の事務事業の遂行に必要不可欠な場合

　３　府が実施していた事務事業を機能承継する場合

　４　法令の規定により、便宜供与を行うことが適当と認められる場合




○　委託業務の契約事務について

	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府消費生活センター
	監査（検査）

実施年月日
	平成21年７月７日

	処理区分
	指　摘　事　項
	事務区分
	歳　　　出

	指摘事項

業務委託契約において、予算配当を超える金額で契約を行っているものがあった。


	指摘事項の内容等

１　大阪府消費生活センター消費生活相談等業務に係る業務委託関係書類を確認したところ、業務委託契約書の契約金額が予算配当額を超えるものとなっていた。

業務委託契約書の契約金額　　　　　　　　　４４，１４２，６１７円

契約時における委託料の予算配当額　　　　　３７，３２６，５４０円

（参考）当事業に係る予算査定額　　　　　　４５，６５９，０００円

２　地方自治法第232条の３では、「普通地方公共団体の支出の原因となるべき契約その他の行為（これを支出負担行為という。）は、法令又は予算の定めるところに従い、これをしなければならない」とされている。

３　大阪府消費生活センター所長は、予算執行機関の長として、大阪府財務規則第３条の規定により、「配当又は通知を受けた予算の額の範囲内において支出負担行為をすること」を知事から委任されている。

４　本件は、予算の一部が執行協議となり、予算配当が留保されているにもかかわらず、委託業務の内容を維持するため、業務委託契約時の予算配当額を超えた金額で契約を締結したものであり、大阪府財務規則の規定に違反するものである。

５　今後、このようなことのないよう関係法令を遵守し、適正な事務の執行に務められたい。




○　決裁遅延について

	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府福祉部

（地域福祉推進室、障がい福祉室、高齢介護室、子ども室、国民健康保険課）
	監査（検査）

実施年月日
	平成21年６月３日から
平成21年７月21日まで

	処理区分
	指　摘　事　項
	事務区分
	歳　　　出

	指摘事項
委託契約等の経費支出手続において、契約期間の始期までに経費支出伺の起案・決裁が行われていないものがあった。


	指摘事項の内容等

１　健康福祉部における委託契約等に係る事務手続について抽出して確認したところ、以下の契約等において、契約期間の始期までに経費支出伺の起案・決裁が行われていないものがあった。

　（注）課の名称に付記した件数は法令等に抵触する事務処理件数の合計（例示した契約を含む。）

(1)  地域福祉推進室（地域福祉課：１件）

　　〔介護・福祉・子育てサービス総合情報提供システム管理運営委託〕
　

契約期間

平成20年４月１日～平成20年７月31日

起案日

契約書作成　平成20年４月17日（実際の起案日と同じ）

経費支出伺　平成20年６月12日（　　同　　　上　　）

決裁日

契約書作成　平成20年４月18日（４月30日施行）

経費支出伺　平成20年６月16日

契約金額

1,636,320円

　

（注）　行政文書管理システムでは、任意の日を起案日として設定できるが、実際に起案を行った日は「履歴」としてシステム内に記録される仕組みになっている。「起案日」欄の（　）内は「履歴」に記録された実際の起案日。（以下の案件についても同じ）

(2) 障がい保健福祉室（自立支援課：５事業(20件)、地域生活支援課：４件、障がい者自立相談

支援センター：１件）
　　　〔高次脳機能障がい支援普及事業にかかる委託〕

契約期間

平成20年８月１日～平成21年３月31日

起案日

平成20年７月31日（実際の起案日は平成21年２月12日）

決裁日

平成21年２月12日（２月16日施行）

契約金額

850,000円

 (3)  高齢介護室（介護支援課：１件）

　　　〔介護保険事業者及び介護支援専門員管理システム等サポートサービス業務委託〕
　　　　
契約期間

平成20年４月１日～平成20年７月31日

起案日

平成20年４月１日（実際の起案日は平成20年５月14日）

決裁日

平成20年５月15日

契約金額

588,000円

　 (4)  児童家庭室（家庭支援課：３件）

　　　〔児童相談ⅠＴナビシステム保守運用業務委託（変更契約）〕
　　　　
契約期間

平成20年４月１日～平成21年３月31日（変更前終期：～７月31日）

起案日

平成20年７月31日（実際の起案日は平成20年12月４日）

決裁日

平成20年12月５日

契約金額

6,342,945円（変更前の額：2,115,000円）

　 (5)  社会援護課（２件）

　　　〔生活保護システム保守点検業務委託〕
　　　　
契約期間

平成20年４月１日～平成20年７月31日

起案日

平成20年４月１日（実際の起案日は平成20年５月22日）

決裁日

平成20年５月23日

契約金額

377,000円

　 (6)  国民健康保険課（３件）

　　　〔保険医療機関講習事務委託〕
　　　　
契約期間

平成20年８月１日～平成21年３月31日

起案日

平成20年８月１日（実際の起案日は平成20年９月１日）

決裁日

平成20年９月４日（平成20年９月24日施行）

契約金額

18,471,000円

２　業務委託等に際しては、契約に係る組織的な意思決定のため、経費支出伺の決裁を行った上で契約を締結（支出負担行為）することとしている。

これらの事案については、支出の原因となるべき契約に係る組織的な意思決定が行われないまま、当該行為が実施されていたことになり、大阪府財務規則第39条に反するものである｡

　３　とりわけ、１－(1)の事例については、契約書作成伺と経費支出伺が個別に起案・決裁が行われているものであるが、契約の締結前に経費支出伺を行わなければならないという地方自治体の会計処理についての基本的ルールを誤認し、又はその認識が欠如していると思われるので、原点に立ち返り、会計事務についての研修を受講する等、組織的な対応策を講じることが必要不可欠と判断する。

４　本件については、部としてのコンプライアンスに対する姿勢、組織としての内部統制のあり方、意思形成過程のあり方にも関わる基本的な課題であり、部として改善に取り組む必要がある。

今後は、このようなことのないよう、起案者のみならず、決裁関与者を含めて十分注意するとともに、再発防止のための具体的な措置を講じられたい。
（参考）

地方自治法第232条の３

　　普通地方公共団体の支出の原因となるべき契約その他の行為（これを支出負担行為という。）は、法令又は予算の定めるところに従い、これをしなければならない。

　大阪府財務規則第39条

　　　知事又は第３条の規定により支出負担行為に関する事務を委任された者は、予算の範囲内であることを確認した上で支出負担行為をしなければならない。
　２　前項の場合において、支出負担行為をする者は、経費支出伺書（様式第29号の２）を作成の上、これを行わなければならない。ただし、知事が別に定める場合は、この限りでない。




○　通勤手当の認定事務について

	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府福祉部

（高齢介護室）
	監査（検査）

実施年月日
	平成21年６月３日から
平成21年７月21日まで

	処理区分
	指　摘　事　項
	事務区分
	庶務諸給与

	指摘事項
通勤手当の認定事務において、経済的かつ合理的と認められる通勤経路があるにもかかわらず、任命権者による確認が行われなかったため、同手当が過払いとなっているものがあった。



	指摘事項の内容等
１　高齢介護室施設課のＡ職員については、下記のとおり、平成18年４月17日を事実発生年月日として、自宅からＸ駅までは徒歩で、Ｘ駅から泉北高速鉄道を利用して中百舌鳥駅を経由して南海電鉄に乗り継ぎＹ駅まで、その後は、大阪市営地下鉄を利用して谷町四丁目までの経路を申請し、同経路で認定された。　

経路比較

既 認 定

経　　路

自宅 ～ Ｘ駅　～　中百舌鳥駅　～　Ｙ駅

　 （徒歩） （泉北高速鉄道）　（南海電鉄）
Ｙ駅　～　谷町四丁目

（大阪市営地下鉄）

所要額

１か月 　29,900円

６か月　161,470円

取扱いに

よる経路
自宅 ～ Ｘ駅　～　中百舌鳥駅　～　谷町四丁目

（徒歩） （泉北高速鉄道）  （大阪市営地下鉄）

所要額

１か月 　21,120円

６か月　114,060円

２　通勤手当の認定事務においては、通勤認定の取り扱い（以下「取り扱い」という。（平成16年４月１日施行）によると、交通機関の経路決定（鉄道に限る）に当たって、泉北高速鉄道の各駅及び南海高野線の「萩原天神駅」から「中百舌鳥駅」間の各駅を利用して本庁へ通勤する職員については、「中百舌鳥駅」を経由して地下鉄御堂筋線に乗り継ぐ経路によるものとされ、当該経由地以外の経路についての経路決定することができない旨、定められている。

３　本事案については、経済的かつ合理的と認められる通常の通勤の経路及び方法でないにもかかわらず、誤って通勤手当の申請及び認定をしてしまったため、下記のとおり過払いが生じた。

　

　　　[image: image9.emf]過払支給期間 既支給額 正支給額 過払支給額

平成18年５月～平成20年６月 714,700円 444,620円 270,080円


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（監査対象年度額　94,820円）

４　本件については、速やかに是正措置を講じるとともに、今後、このようなことのないよう、適正な事務の執行に努められたい。





○　決裁遅延について

	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府岸和田子ども家庭センター
	監査（検査）

実施年月日
	平成21年５月20日

	処理区分
	指　摘　事　項
	事務区分
	歳　　　出

	指摘事項
委託契約等の経費支出手続において、契約期間の始期までに経費支出伺の起案・決裁が行われていないものがあった。


	指摘事項の内容等

　１　 大阪府岸和田子ども家庭センターにおける委託契約等に係る事務手続について抽出して確認したところ、以下の契約等において、契約期間の始期までに経費支出伺の起案・決裁が行なわれていないものが合計28件（４月１日始期分：25件、８月１日始期分：３件）あった。
　　【児童の一時保護委託】

契約期間

平成20年４月１日

～平成20年７月31日

起案日

平成20年４月１日

（実際の起案日は同年４月25日）

決裁日

平成20年４月25日

契約金額

951,000円

　　　

(注)　行政文書管理システムでは、任意の日を起案日として設定できるが、実際に起案を行った日は「履歴」としてシステム内に記録される仕組みになっている。「起案日」欄の（　）内は「履歴」に記録された実際の起案日。（以下の案件についても同じ）

【生活保護受給者自立支援事業委託】（計６件）
（種別）
  　契約１：社会保険労務士によるカウンセリング

  　契約２：就労支援員によるカウンセリング

  　契約３：弁護士等によるカウンセリング（多重債務者関係）

区　　分

暫定予算分

本格予算分

契約期間

平成20年４月１日

～平成20年７月31日

平成20年８月１日

～平成21年３月31日

起案日
平成20年４月１日

（実際の起案日は同年４月28日）

平成20年８月１日

（実際の起案日は同年８月26日）

決裁日
平成20年４月30日

平成20年８月27日

契約金額

1,118,000円（６件分合計）

　【電話使用料】（１社分）

契約期間

平成20年４月１日

～平成20年７月31日

起案日

平成20年４月１日

（実際の起案日は同年５月１日）

決裁日

平成20年５月７日

契約金額

800,000円

　２　業務委託に際しては、契約に係る組織的な意思決定のため、経費支出伺の決裁を行った上で契約を締結（支出負担行為）することとしている。
　これらの事案については、支出の原因となるべき契約に係る組織的な意思決定が行われないまま、当該行為が実施されていたことになり、大阪府財務規則第39条に違反するものである｡

３　今後、このようなことのないよう十分注意するとともに、再発防止のための措置を講じられたい。
（参考）

地方自治法第232条の３

　　普通地方公共団体の支出の原因となるべき契約その他の行為（これを支出負担行為という。）は、法令又は予算の定めるところに従い、これをしなければならない。

　大阪府財務規則第39条

　　　知事又は第３条の規定により支出負担行為に関する事務を委任された者は、予算の範囲内であることを確認した上で支出負担行為をしなければならない。
　２　前項の場合において、支出負担行為をする者は、経費支出伺書（様式第29号の２）を作成の上、これを行わなければならない。ただし、知事が別に定める場合は、この限りでない。




○　精算未了について

	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府健康医療部

（病院事業課）
	監査(検査）実施年月日
	平成21年６月12日から

平成21年７月 ８日まで

	処理区分
	指　摘　事　項
	事務区分
	歳　　　出

	指摘事項
概算払した運営費負担金について、交付を受けた事業者から同負担金の精算報告書が提出されていたが、大阪府財務規則に規定する精算が行われていないものがあった。



	指摘・指示事項の内容等
　１　病院事業課は、地方独立行政法人法に基づいて地方独立行政法人大阪府立病院機構（以下「病院機構」という。）に対し、以下のとおり、概算払により運営費負担金を支出した。

【運営費負担金】

　　(1)　目　　的　　　救急医療の確保など、行政が負担すべき経費や不採算医療の経費に対し

て負担する。

　　(2)　支出方法　　　概算払

　　(3)　支出金額　　　平成20年４月１日付け　4,631,162,000円

同 　 年８月１日付け　9,002,321,000円

合　　計　　　　　13,633,483,000円

　２　概算払をしたときは、債務の額が確定した後30日以内に概算払を受けたものに精算させなければならないとされており（大阪府財務規則第47条）、概算払に係る精算は、債務金額の確定の書類に決裁することにより行うとされ、この場合、財務会計システムを使用して精算書を作成し、これを添付するものとされている。（財務規則の運用第47条関係第１項）

３　年度終了後、病院機構は交付を受けた同負担金について精算し平成21年４月20日付けで精算報告書を提出したが、病院事業課は財務会計システムを使用して精算書を作成し金額を確定する事務手続を行っていなかった。

　　　なお、同負担金の精算による過不足はなかった。

４　本事案については、今後このようなことのないように十分注意するとともに、再発防止の
ための措置を講じられたい。
（参考）
　大阪府財務規則第47条

　　　支出命令者は、概算払をしたときは、その債務の額が確定した後30日以内に、概算払を受けた者に精算させなければならない。




○　決裁遅延について

	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府健康医療部
（健康医療総務課、保健医療室、薬務課）
	監査（検査）

実施年月日
	平成21年６月12日から

平成21年７月８日まで

	処理区分
	指　摘　事　項
	事務区分
	歳　　　出

	指摘事項
経費支出手続において、業務実施期間の始期までに経費支出伺の起案・決裁が行われていないもの、事業終了までに補助金の変更交付決定に係る起案・決裁が行われていないものがあった。



	指摘・指示事項の内容等
１　健康福祉部における経費支出手続について抽出して確認したところ、以下のとおり、業務の実

施後に経費支出伺の起案・決裁が行われているものがあった。

(1)　[保健医療室医療対策課（監察医事務所）：他12件]

   委託契約の契約期間開始後に経費支出伺を行っているもの

内容

空調設備保守点検等業務

契約期間

平成20年4月1日（実際の起案日は同年5月8日）

起案日

平成20年4月1日～平成21年3月31日

契約金額

196,875円

（注)　行政文書管理システムでは、任意の日を起案日または決裁日として設定できるが、実際に起案や決裁を行った日は「履歴」としてシステム内に記録される仕組みになっている。「起案日」及び「決裁日」欄の（　）内は「履歴」に記録された実際の起案日及び決裁日。（以下の案件についても同じ）
(2)　[保健医療室地域保健感染症課：他１件]
定期刊行物等の書籍の納品後に経費支出伺を行っているもの　　

内容

保健衛生ニュースの購入

契約期間

平成20年４月１日から同年７月31日まで

平成20年８月１日から平成21年３月31日まで

起案日

平成20年４月１日（実際の起案日は同年11月４日）

平成20年７月31日（実際の起案日は同年11月４日）

契約金額

計466,200円

(3)　[薬務課]

　　委託契約の契約期間開始後に経費支出伺を行っているもの

内容

医薬品情報（副作用等）収集提供事業
契約期間

平成20年8月1日から平成21年3月31日

起案日

平成20年8月1日（実際の起案日は同年10月20日）

契約金額

3,570,000円

(4)　[健康福祉総務課]

会議開催後に経費支出伺を行っているもの

内容

保健統計担当者会議に係る会議室の借用

契約期間

平成20年４月８日

起案日

平成20年４月１日（実際の起案日は同年４月９日）

契約金額

14,310円

２　保健医療室健康づくり課は、平成20年度感染症対策特別推進事業（肝炎対策事業）における補助金の交付手続において、補助対象事業者から補助金の変更交付申請を３月31日付で提出され受理したが、４月１日付（実際の起案は５月22日）で補助金の変更交付決定及び経費支出伺の起案を行っていた。

　　なお、補助対象事業者に対する補助金の変更交付決定にかかる通知は３月31日付で交付していた。

内容

平成20年度感染症対策特別推進事業（肝炎対策事業）

補助期間

平成20年７月10日から平成21年３月31日

変更申請書の受理日
平成21年３月31日

起案日

平成21年4月1日（実際の起案日は５月22日）

変更後の補助金額
124,950円

３　経費の支出に際しては、組織的な意思決定のため経費支出伺の決裁を行った上で契約を締結（支出負担行為）することとしている。

これらの事案については、組織的な意思決定が行われないまま、委託契約及び賃貸借契約等が行われており、大阪府財務規則に違反するものである｡

４　本件については、部としてのコンプライアンスに対する姿勢、組織としての内部統制のあり方、意思形成過程のあり方にも関わる基本的な課題であり、部として改善に取り組む必要がある。

今後は、このようなことのないよう、起案者のみならず決裁関与者を含めて十分注意するとともに、再発防止のための措置を講じられたい。
　

（参考）

地方自治法第232条の３　

　　普通地方公共団体の支出の原因となるべき契約その他の行為（これを支出負担行為という。）は、法令又は予算の定めるところに従い、これをしなければならない。

　大阪府財務規則第39条

　　　知事又は第３条の規定により支出負担行為に関する事務を委任された者は、予算の範囲内であることを確認した上で支出負担行為をしなければならない。
　２　前項の場合において、支出負担行為をする者は、経費支出伺書（様式第29号の２）を作成の上、これを行わなければならない。ただし、知事が別に定める場合は、この限りでない。



○　備品の管理について

	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	健康医療部

（保健医療室）
	監査（検査）

実施年月日
	平成21年６月12日から

平成21年７月８日まで

	処理区分
	指　摘　事　項
	事務区分
	物　　　品

	指摘事項
保健医療室健康づくり課が所管している備品の管理状況について確認したところ、過年度に展示意匠等製作業務委託契約により製作し、大阪府立健康科学センターに納入・据え付けした物品ほかについて、備品出納簿及び公有財産台帳に登載していなかった。



	指摘事項の内容等
１　保健医療室健康づくり課が所管している備品の管理状況について、抽出して確認したところ、大阪府立健康科学センターで保管・管理している下記の物品ほかについて、備品出納簿及び公有財産台帳に登載していなかった。
また、これにより、物品管理システム及び公有財産システムから集計して会計管理者及び総務部長に報告する物品増減通知書及び公有財産増減報告書に関しても報告が漏れていた。

（１）備品出納簿に未登載のもの

129点（うち重要物品は16点）

（２）公有財産台帳に未登載のもの

２件（建物付帯設備）

　　　　　※なお、9月9日調査日現在の点数であり、詳細については調査中である。
　２　保健医療室健康づくり課の説明では、上記の物品ほかについては、平成10年９月３日付けで大阪府立健康科学センター展示意匠等製作業務委託契約により、製作・納入・据え付けしたものであり、保健医療室健康づくり課は受託業者に対して、委託料として354,879,000円を支出していた。保健医療室健康づくり課は物品ほかについて価格を確定し、備品出納簿及び公有財産台帳に登載すべきであったが、未登載のままであった。

　　

３　物品管理者は、備品出納簿を備え、受入れ又は払出しの事実を記載しなければならない（大阪府財務規則第80条第２項）とされ、また、物品管理者（本庁にあっては、課長）はその所管に属する物品について毎年度９月30日及び３月31日現在における物品増減通知書（様式第51号）を作成し、翌月20日までに出納員を経由して会計管理者に通知しなければならない（財務規則第88条）とされている。

部局長等は、その所管する公有財産について、公有財産台帳を備え、建物等を建築した場合にはそれに要した経費を台帳価格としなければならないとされており（公有財産規則第15条第２項及び第16条第１項）、また、部局長等は総務部長が定める方法によりその所管する公有財産の年度間における増減状況を確認し、その結果を総務部長に通知をしなければならないとされている（公有財産規則第19条）。
　　　ところが、保健医療室健康づくり課においては、いずれの事務手続も行っていなかった。
　４　本件については、速やかに備品出納簿及び公有財産台帳に登載するとともに、今後このようなことのないよう、適正な事務執行に努められたい。

（参考）
大阪府財務規則

　（物品の出納の通知及び帳簿の記載）
　第80条　物品管理者は、物品の受入れ又は払出しの必要があるときは、出納員に物品の分類を明らにして出納の通知をしなければならない。
　　２　前項の通知を受けた出納員は、次に掲げる帳簿を備え、受入れ又は払出しの事実を記載しなければならない。

（１）備品出納簿（様式第39号）（以下略）

　第88条　物品管理者(本庁にあっては、課長)は、その所管に属する物品について毎年度９月30日及び３月31日現在における物品増減通知書(様式第51号)を作成し、翌月20日までに出納員を経由して会計管理者に通知しなければならない。

大阪府公有財産規則

　（公有財産台帳）

　第15条　総務部長は、一切の公有財産について、知事が別に定めるところにより公有財産台帳を備えなければならない。

　　２　　部局長等は、その所管する公有財産について、知事が別に定めるところにより公有財産台帳を備えなければならない。

　（台帳価格）

　第16条　公有財産台帳に登載すべき財産の価格は、知事が別に定める基準により算定した価格とする。

　　２　　総務部長は、公有財産台帳に登載された財産について五年ごとにその年の３月31日の現況において別に定める基準により適正な評価を行い、その評価額により台帳価格を改定しなければならない。

（増減の確認）

第19条　部局長等は、総務部長が定める方法によりその所管する公有財産の年度間における増減状況を確認し、その結果を総務部長に通知しなければならない。

公有財産規則第16条の規定による公有財産台帳に登載すべき財産価格の算定基準

ア　買入れに係るものは、その買入れ価格。ただし、減額譲渡を受けたものについては、減額前の価格とする。
イ　建物、工作物及び船舶その他の動産を建築又は製造した場合は、それに要した経費。

（以下略）



○　契約の履行確認について

	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府商工労働部

（商工振興室経営支援課）
	監査（検査）

実施年月日
	平成21年６月15日から

平成21年８月５日まで

	処理区分
	指摘事項
	事務区分
	歳　　　出

	指摘事項

機械警備業務委託契約に基づく経費の支出において、業務報告書が添付されておらず、適切に履行確認されずに支出されていた。



	指摘事項の内容等

１　機械警備業務委託契約の締結

商工労働部商工振興室経営支援課においては、平成20年７月末の再チャレンジインキュベータ事業の終了に伴い、府から(財)大阪産業振興機構への普通財産貸付契約が終了したことから、旧大阪府ビジネスインキュベータ施設の管理を(財)大阪産業振興機構から引き継いだ。

そのため、平成20年８月１日から平成21年３月31日までを契約期間として警備会社と同施設の機械警備業務委託契約を締結した。

当該機械警備業務委託契約は、既に警備装置が設置されているため、平成20年４月１日に(財)大阪産業振興機構が締結した契約を実質的に引き継ぐ形で締結されたものである。

２　委託料の支払い

経営支援課では、委託契約に基づき、毎月、委託料の支払いを行っていたが、支出命令伺書には警備会社からの請求書が添付されているだけで、機械警備業務に係る業務報告書等の契約の履行を確認できる書類が添付されていなかった。

３　今後、契約に基づく支出に当たっては、適切にその履行状況を検査した上で支出することとし、契約の履行状況を確認できる報告書を添付するなど、適正な会計事務の執行に努められたい。

地方自治法第234条の２（契約の履行の確保）

　　普通地方公共団体が工事若しくは製造その他についての請負契約又は物件の買入れその他の契約を締結した場合においては、当該普通地方公共団体の職員は、政令の定めるところにより、契約の適正な履行を確保するため又はその受ける給付の完了の確認（給付の完了前に代価の一部を支払う必要がある場合において行なう工事若しくは製造の既済部分又は物件の既納部分の確認を含む。）をするため必要な監督又は検査をしなければならない。



○　決裁遅延について

	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府商工労働部

（新エネルギー産業課）
	監査（検査）

実施年月日
	平成21年６月15日から
平成21年８月５日まで

	処理区分
	指摘事項
	事務区分
	歳　　　出

	指摘事項

燃料電池庁用自動車の賃貸借契約及び当該自動車用ステッカーの購入に係る経費支出手続において、契約の開始や購入までに経費支出伺の起案及び決裁が行われていなかった。


	指摘事項の内容等

１　燃料電池庁用自動車の賃貸借契約及び当該自動車用ステッカーの購入に係る経費支出手続にについて、契約の開始後や購入後に経費支出伺の起案及び決裁が行われていた。

（なお、本件に係る事業は、平成20年度は環境農林水産部みどり・都市環境室地球環境課で実施され、平成21年４月１日に環境農林水産部から商工労働部に事務移管されたものである。）
　〔燃料電池庁用自動車の賃貸借契約の締結及び経費支出〕

契約期間

平成20年８月１日～平成20年９月30日

平成20年10月１日～平成21年３月31日

起案日

平成20年８月１日

(実際の起案日は平成21年１月29日)

平成20年９月30日

(実際の起案日は平成21年２月20日)

金額

1,680,000円

5,040,000円

　　(注)　行政文書管理システムでは、任意の日を起案日として設定できるが、実際に起案を行った日は「履歴」としてシステム内に記録される仕組みになっている。「起案日」欄の（　）内は「履歴」に記録された実際の起案日。（次の案件についても同じ）

〔燃料電池自動車用ステッカーの購入〕　　　

起案日

平成20年９月17日

（実際の起案日は平成21年１月29日）

金額

99,960円

２　賃貸借契約や物品の購入においては、契約相手方や契約金額の決定等重要な事項について、組織的な意思決定を行う必要があるため、経費支出伺の決裁を行った上で契約を行うことになっている。

これらの事案については、支出の原因となるべき契約及び発注に係る組織的な意思決定が行われないまま、当該行為が実施されていたことになり、大阪府財務規則第39条に違反するものである｡

３　今後、このようなことのないよう十分注意するとともに、再発防止のための措置を講じられたい。

４　なお、本件ステッカーの経費については、価格が10万円以下であることから、大阪府財務規則の運用第62条関係第２項第３号により比較見積書を省略している。しかし、規定では、取引の実例価格を考慮して価額が適正と認められる１件の代金が10万円以下のものの購入である場合は比較見積りを省略できるとしており、価格が10万円以下であっても、市場価格に照らしてその妥当性を確認することが必要である。



	（参考）

地方自治法第232条の３　

　　普通地方公共団体の支出の原因となるべき契約その他の行為（これを支出負担行為　という。）は、法令又は予算の定めるところに従い、これをしなければならない。

　大阪府財務規則第39条

　　　知事又は第３条の規定により支出負担行為に関する事務を委任された者は、予算の　範囲内であることを確認した上で支出負担行為をしなければならない。

　２　前項の場合において、支出負担行為をする者は、経費支出伺書(様式第29号の２)を　作成の上、これを行わなければならない。ただし、知事が別に定める場合は、この限りでない。

大阪府財務規則の運用第62条関係第２項
２　契約担当者は、随意契約によろうとするときは、原則として２人以上の者から見積書を徴さなければならないが、次に掲げるものについては、契約の相手方の見積書を徴取し、予定価格と対査して当該価格が適当であるかどうかを検討することにより比較見積を省略することができる。

(3)　取引の実例価格を考慮して、価額が適正と認められる１件の代金が10万円以下のものの購入、修理等に係るもの




○　決裁遅延について

	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府環境農林水産部

（みどり・都市環境室）
	監査（検査）

実施年月日
	　平成
21年６月16日から

平成21年８月５日まで

	処理区分
	指摘事項
	事務区分
	歳　　　出

	指摘事項

委託契約等の経費支出手続において、業務実施期間の始期までに経費支出伺の起案・決裁が行われていないものがあった。


	指摘事項の内容等

１　委託契約等に係る支出手続について確認したところ、業務実施期間の始期までに経費支出伺の起案・決裁が行われていないものがあった。

　
内　　容

バイオエタノール混合ガソリン対応車両の賃借について

契約期間

平成20年４月１日から平成20年７月31日

起案日

平成20年４月１日（実際の起案日は同年５月26日）

契約金額

599,760円

　　(注)　行政文書管理システムでは、任意の日を起案日として設定できるが、実際に起案を行った日は「履歴」としてシステム内に記録される仕組みになっている。「起案日」欄の（　）内は「履歴」に記録された実際の起案日。（次の案件についても同じ）

内　　容

バイオエタノール混合ガソリンの製造及び品質管理等検証業務の委託

契約期間

平成20年10月１日から平成21年３月31日

起案日

平成20年10月１日（実際の起案日は同年12月９日）

契約金額

29,830,000円

２　業務委託等に際しては、契約に係る組織的な意思決定のため、経費支出伺の決裁を行った上で契約を締結（支出負担行為）することとしている。
これらの事案については、支出の原因となるべき契約に係る組織的な意思決定が行われないまま、当該行為が実施されていたことになり、大阪府財務規則第39条に違反するものである｡
　３　今後は、このようなことのないよう、起案者のみならず決裁関与者を含めて十分注意するとともに、再発防止のための措置を講じられたい。

（参考）

地方自治法第232条の３　

普通地方公共団体の支出の原因となるべき契約その他の行為（これを支出負担行為という。）は、法令又は予算の定めるところに従い、これをしなければならない。

大阪府財務規則第39条

知事又は第３条の規定により支出負担行為に関する事務を委任された者は、予算の範囲内であることを確認した上で支出負担行為をしなければならない。
２　前項の場合において、支出負担行為をする者は、経費支出伺書(様式第29号の２)を作成の上、これを行わなければならない。ただし、知事が別に定める場合は、この限りでない。



○　通勤手当の認定事務について

	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府環境農林水産部
（農政室）
	監査（検査）

実施年月日
	平成21年６月16日から

平成21年８月５日まで

	処理区分
	指　摘　事　項
	事務区分
	庶務諸給与

	指摘事項

通勤手当の認定事務において、所属長による事後確認を実施していなかった。


	指摘事項の内容等

１　職員の通勤手当に関する規則第22条の規定により、任命権者は、通勤手当を支給されている職員について、支給要件を具備するかどうか及び通勤手当の額が適正であるかどうかを定期券等の提示を求め、又は通勤の実情を実地に調査する等の方法により随時、確認することになっている。

２　また、通勤手当の認定権者は各所属長であるため、各所属長あて人事室長通知（平成20年６月25日付け「通勤手当の適正な運用について」）において、不適切な運用による懲戒処分に至る事例の再発防止のために、通勤手当の支給時期にあわせて、定期券等の提示を求め、又は通勤の実情を実地に調査するなど「事後確認」について、より一層適正に運用するよう通知されていたところである。

さらに、職員に対して周知を図るため、別途、総務サービス課が「府庁ウェブページ」の「お知らせ及び情報提供」欄に平成20年７月９日及び平成21年４月16日付けで同趣旨のものを掲載していた。

３　しかしながら、大阪府環境農林水産部農政室において所属長による通勤手当の「事後確認」の実施状況を確認したところ、事務局監査当日に至るまで実施しておらず、内部統制が働いていなかった。

４　本件については、毎年度、通勤手当支給時期にあわせるなど２回以上の所属長による通勤手当の「事後確認」を実施するように留意されたい。

職員の通勤手当に関する規則第22条

　任命権者は、現に通勤手当を支給されている職員について、その者が条例第14条第１項の職員たる要件を具備するかどうか及び通勤手当の額が適正であるかどうかを当該職員に定期券等の提示を求め、又は通勤の実情を実地に調査する等の方法により、随時、確認するものとする。




○　決裁遅延について

	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府都市整備部

（交通道路室、河川室、用地室）
	監査（検査）

実施年月日
	平成21年６月15日から
平成21年８月３日まで

	処理区分
	指　摘　事　項
	事務区分
	歳　　　出

	指摘事項
委託契約や工事請負契約の経費支出手続において、契約締結後に経費支出伺の起案・決裁が行われているものや、変更契約締結後に当該変更にかかる経費支出伺の起案・決裁が行われているものがあった。


	指摘事項の内容等

　１　都市整備部における委託契約及び工事請負契約に係る支出手続について確認したところ、以下のとおり、契約締結後に経費支出伺が行われているものや、変更契約締結後に当該変更にかかる経費支出伺の起案・決裁が行われているものがあった。

　　(1)　委託契約または工事請負契約の契約締結後に経費支出伺を行っているもの
　  　［交通道路室］

内容

江坂・新石切駐車場の運営業務委託

起案日

平成20年４月１日（実際の起案日は同年５月２日）

契約期間

平成20年４月１日から７月31日

（注）行政文書管理システムでは、任意の日を起案日として設定できるが、実際に起案を行った日は「履歴」としてシステム内に記録される仕組みになっている。「起案日」欄の（　）内は「履歴」に記録された実際の起案日。（以下の案件についても同じ）

［交通道路室］

内容

茨木地下駐車場の運営業務委託

起案日

平成20年４月１日（実際の起案日は同年５月15日）

契約期間

平成20年４月１日から７月31日

［河川室］

内容

土砂災害危険斜面等の緊急診断業務（委託契約）

起案日

平成20年11月７日（実際の起案日は翌年２月23日）

契約期間

平成20年11月７日から平成21年２月27日

［用地室］

内容

第二京阪道路事業に伴う物件撤去工事

起案日

平成20年10月15日（実際の起案日は同年12月３日）

契約期間

平成20年10月16日から平成20年10月17日

(2)　委託契約または工事請負契約の変更契約について、変更契約締結後に経費支出伺を行っているもの

［交通道路室］

内容

江坂・新石切駐車場の運営業務委託（再掲）

起案日

平成20年７月31日（実際の起案日は同年10月16日）

契約期間

平成20年４月１日から７月31日

変更契約締結日

平成20年７月31日

［用地室］

内容

第二京阪道路事業に伴う物件撤去工事（再掲）

起案日

平成20年10月16日（実際の起案日は翌年２月２日）

契約期間

平成20年10月16日から平成20年10月17日

変更契約締結日

平成20年10月16日

２　経費の支出に際しては、組織的な意思決定のため経費支出伺の決裁を行った上で契約を締結（支出負担行為）することとしている。

　　　これらの事案については、組織的な意思決定が行われないまま、委託契約または工事請負契約において、契約締結またはその変更契約締結が行われており、大阪府財務規則に違反するものである｡

３　本件については、部としてのコンプライアンスに対する姿勢、組織としての内部統制のあり方、意思形成過程のあり方にも関わる基本的な課題であり、部として改善に取組む必要がある。

今後は、このようなことのないよう、起案者のみならず決裁関与者を含めて十分注意するとともに、再発防止のための措置を講じられたい。

（参考）

地方自治法第232条の３

　　普通地方公共団体の支出の原因となるべき契約その他の行為（これを支出負担行為という。）は、法令又は予算の定めるところに従い、これをしなければならない。

　大阪府財務規則第39条

　　　知事又は第３条の規定により支出負担行為に関する事務を委任された者は、予算の範囲内であることを確認した上で支出負担行為をしなければならない。

　２　前項の場合において、支出負担行為をする者は、経費支出伺書（様式第29号の２）を作成の上、これを行わなければならない。ただし、知事が別に定める場合は、この限りでない。




○　職務に専念する義務の免除手続等について

	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府都市整備部

（河川室）
	監査（検査）

実施年月日
	平成21年６月15日から

平成21年８月３日まで

	処理区分
	指　摘　事　項
	事務区分
	庶務諸給与

	指摘事項
職員が他団体の役職を兼ねているにもかかわらず、職務に専念する義務の免除手続が行われていなかった。

また、国の主管課長会議に出席するため管外出張をした際に、同会議の開催時期に合わせて開催される当該団体主催の会議に出席していたにもかかわらず、旅費の調整を行っていないものがあった。



	指摘事項の内容等

１　河川室幹部職員Ａが、砂防行政に関する関係団体の役員等の職を兼ねているにもかかわらず、職務に専念する義務の免除手続が行われていなかった。

２　上記の団体の概要は次のとおりである。

名　称

社団法人　全国治水砂防協会
（以下「協会」という。）
大阪府砂防協会
（以下「府協会」という。）

所在地
東京都千代田区

大阪府都市整備部河川室ダム砂防課内

主　　な

事業内容
・砂防関係事業の拡充及び促進に資するための周知・要望活動等
・砂防関係に関しての関係機関等への建議

・砂防関係に関する情報収集及び提供　　　　　　　　　　　　

・砂防事業等の促進
・砂防事業等に関する調査研究及び啓発普　

　及
・講習会、講演会等の開催
兼職名
参与
事務局長
根　拠

定款

会則

３　府職員には地方公務員法第35条の規定により職務に専念する義務があるため、他団体の職員としてその事務を行う場合は、職務に専念する義務を免除される必要がある。

条例及び規則によると、「国又は地方公共団体若しくはその他の団体の役員又は職員を兼ねる場合」には、「あらかじめ任命権者又はその委任を受けた者の承認を得て、その職務に専念する義務を免除されることができる」こととなっている。（職務に専念する義務の特例に関する条例第２条及び職務に専念する義務の特例に関する規則第２条）

４　また、国の主管課長会議に出席するため管外出張をした際に、同会議の開催時期に合わせて開催される当該団体主催の会議に出席していたにもかかわらず、旅費の調整を行っていないものがあった。
　(1) 会議開催スケジュール

会議名
主催者
開催日
時間
開催場所
協会参与会
協会
平成20年5月20日
14：30～
東京都千代田区永田町

砂防会館別館「穂高」
全国砂防主管課長会議
（※公務）
国土交通省
同　　　上
15：15～
同　　　上
協会通常総会
（※府協会事務局長用務）
協会
平成20年5月21日
11：00～
同　上

砂防会館本館会議室
(2) 旅費の支給
　　① 既支給額
旅行日
用務先
日当
・雑費
宿泊料
鉄道賃
合計
旅費調整
５月20日
　～21日
東京都
千代田区
砂防会館
　　　円

※3,300
　　円

10,900
　　円

27,820
　　円

42,020
※府協会から21日の昼食提供につき日当の1/2相当額（1,100円）を減額
　　② 正支給額
　　　大阪府、協会及び府協会が協議し決定した、旅費の調整額として妥当な額
５　今後は、本来の職務と団体の業務との区別に留意し、職員が団体の業務に従事する場合には、条例及び規則に基づき、職務に専念する義務の免除手続を行うとともに、当該職としての旅行に要する経費については、当該団体が応分の負担を行うよう是正されたい。
（参考）

地方公務員法

（職務に専念する義務）
第35条　職員は、法律又は条例に特別の定めがある場合を除く外、その勤務時間及び職務上の注意力のすべてをその職責遂行のために用い、当該地方公共団体がなすべき責を有する職務にのみ従事しなければならない。
職務に専念する義務の特例に関する条例
(職務に専念する義務の免除)
第２条　府の職員及び府が設立した地方独立行政法人法第２条第２項に規定する特定地方独立行政法人(以下「特定地方独立行政法人」という。)の職員は、次の各号の一に該当する場合においては、あらかじめ任命権者(特定地方独立行政法人の理事長を含む。)又はこれらの委任を受けた者の承認を得て、その職務に専念する義務を免除されることができる。
３　前２号に規定する場合を除くほか、人事委員会(特定地方独立行政法人の職員に係るものにあっては、当該特定地方独立行政法人の理事長)が定める場合
職務に専念する義務の特例に関する規則
(職務に専念する義務の免除)
第２条　職員は、次の各号のいずれかに該当する場合には、あらかじめ任命権者又はその委任を受けた者の承諾を得て、その職務に専念する義務を免除されることができる。
６　国又は地方公共団体若しくはその他の団体の役員又は職員を兼ねる場合
７　国又は地方公共団体若しくはその他の団体の審議会、委員会、調査会その他これらに類するものの役員又は職員を兼ねる場合
職員の旅費に関する条例

（旅費の調整）

第41条　任命権者は、旅行者が公用の交通機関、宿泊施設等を利用して旅行した場合その他当該旅行における特別の事情により又は当該旅行の性質上この条例の規定による旅費を支給した場合には不当に旅行の実費を超えた旅費又は通常必要としない旅費を支給することとなる場合においては、その実費を超えることとなる部分の旅費又はその必要としない部分の旅費を支給しないことができる。
　


○　決裁遅延について

	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府住宅まちづくり部

（建築指導室、建築振興課、

住宅経営室）
	監査（検査）

実施年月日
	平成21年６月８日から

平成21年７月14日まで

	処理区分
	指摘事項
	事務区分
	歳出

	指摘事項
業務委託等の経費支出手続において、業務実施期間の始期までに経費支出伺の起案及び決裁が行われていないものがあった。


	指摘事項の内容等

１　住宅まちづくり部における委託契約等に係る支出手続について確認したところ、業務実施期間の始期までに経費支出伺の起案及び決裁が行われていないものがあった。
(1) 住宅経営室

事　業　名
電子複写機の使用に係る複写サービスに関する単価契約
実　施　日
平成20年４月１日～同年７月31日
起　案　日
平成20年４月１日（実際の起案日は５月８日）
決　裁　日
平成20年４月１日（実際の決裁日は５月９日）
施　行　日
平成20年４月１日（実際の施行日は５月９日）
経費支出額
400,000円（消耗需用費）
事　業　名
図面コピー機械に係る単価契約
実　施　日
平成20年８月１日～平成21年３月31日
起　案　日
平成20年８月１日（実際の起案日は８月13日）
決　裁　日
平成20年８月１日（実際の決裁日は10月20日）
施　行　日
平成20年８月１日（実際の施行日は10月21日）
経費支出額
100,000円（消耗需用費）
事　業　名
青焼等に係る経費支出
実　施　日
平成20年８月１日～平成21年３月31日
起　案　日
平成20年８月１日（実際の起案日は９月11日）
決　裁　日
平成20年９月11日
施　行　日
平成20年９月12日

経費支出額
70,000円（消耗需用費）
(2)　建築振興課

事業名
宅地建物取引業免許事務等電算処理業務委託

起案日
平成20年４月１日（実際の起案日は６月25日）
決裁日
平成20年４月１日（実際の決裁日は７月１日）
施行日
平成20年４月１日（実際の施行日は７月９日）

契約期間
平成20年４月１日～平成20年７月31日
経費支出額

7,608,000円（委託料）

事　業　名
平成20年度営業保証金供託宅地建物取引業者・宅地建物取引業新規免許業者研修会開催
実　施　日
平成20年９月24日、10月８日、10月29日
項　　　目
会場借上料
講師謝礼
節
使用料及び賃借料
報償費
起　案　日
平成20年９月22日
（実際の起案日は10月７日）
平成20年９月24日
（実際の起案日は10月７日）
決　裁　日
平成20年９月22日
（実際の決裁日は10月７日）
平成20年９月24日
（実際の決裁日は10月７日）
施　行　日
平成20年９月22日
（実際の施行日は10月８日）
平成20年９月24日
（実際の施行日は10月８日）
経費支出額
計93,150円
計45,000円
(3)　建築指導室

事　業　名
第１回大阪府建築物環境配慮制度推進委員会開催
実　施　日
平成20年11月11日
起　案　日
平成20年11月14日
決　裁　日
平成20年11月14日
施　行　日
平成20年11月14日
経費支出額
45,570円（報償費、旅費、使用料及び賃借料）
２　業務委託等に際しては、契約等に係る組織的な意思決定を行う必要があるため、経費支出伺の決裁を行った上で契約を行うことになっている。（地方自治法第232条の３、大阪府財務規則第39条）

　　　しかし、本件は業務に着手するまでに同伺に係る起案及び決裁が行われておらず、組織的な意思決定を行わないまま業務が行われており、大阪府財務規則に反するものである。

３　本件については、部としてのコンプライアンスに対する姿勢、組織としての内部統制のあり方、意思形成過程のあり方にも関わる基本的な課題であり、部として改善に取り組む必要がある。

今後、このようなことのないよう、起案者のみならず決裁関与者を含めて十分注意するとともに、再発防止のための措置を講じられたい。
（参考）

地方自治法第232条の３　

　　普通地方公共団体の支出の原因となるべき契約その他の行為（これを支出負担行為という。）は、法令又は予算の定めるところに従い、これをしなければならない。

　大阪府財務規則第39条

　　　知事又は第３条の規定により支出負担行為に関する事務を委任された者は、予算の範囲内であることを確認した上で支出負担行為をしなければならない。
　２　前項の場合において、支出負担行為をする者は、経費支出伺書（様式第29号の２）を作成の上、これを行わなければならない。ただし、知事が別に定める場合は、この限りでない。



○　通勤手当の支給事務について

	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府住宅まちづくり部

（居住企画課）
	監査（検査）

実施年月日
	平成21年６月８日から

平成21年７月14日まで

	処理区分
	指摘事項
	事務区分
	庶務諸給与

	指摘事項
通勤手当の支給事務において、病気休暇等により勤務実態がない期間があったにもかかわらず、戻入処理が行われなかったため、過払いとなっているものがあった。

	指摘事項の内容等

１　居住企画課の通勤手当の支給状況についてみると、以下のとおり、３名の職員について、６か月分の通勤手当の支給を受けたが、勤務実態がないため支給要件が消滅している月があった。
職員
支給期間
勤務実績のない月
理　由
期　間
Ａ
平成20年４月～９月
５か月
（平成20年５月～９月）
年次休暇取得
平成20年５月１日、２日
週休日等
平成20年５月３日～６日
病気休暇取得
平成20年５月７日～７月６日、
７月７日～31日、８月１日～４日
休職
平成20年８月５日～９月30日
Ｂ
平成20年10月～平成21年３月
５か月
（平成20年11月～平成21年３月）
週休日等
平成20年11月１日～３日、11月29日、30日、12月27日～平成21年１月４日、１月31日、２月１日
年次休暇取得
平成20年11月４日
病気休暇取得
平成20年11月５日～28日､12月１日～26日、平成21年１月５日～30日、２月２日
休職
平成21年２月３日～３月31日
Ｃ
平成20年10月～平成21年３月
１か月
（平成21年１月）
週休日等
平成21年１月１日～４日、10日～12日、17日、18日、31日
年次休暇取得
平成21年１月５日～９日、13日～16日
病気休暇取得
平成21年1月19日～30日
　２　しかしながら、当該手当について再計算による戻入処理が行われなかったため、下記のとおり過払いとなっていた。

職員
支給期間
既支給額
再計算による

正支給額
過払支給額
Ａ
平成20年４月～９月
49,360円
10,120円
39,240円
Ｂ
平成20年10月～平成21年３月
73,390円
14,660円
58,730円
Ｃ
平成20年10月～平成21年３月
114,220円
109,510円
4,710円
合計
　
236,970円
134,290円
102,680円
３　本件については、速やかに戻入等の是正措置を講じるとともに、今後、このようなことのないよう十分注意されたい。

（参考）

○　職員の通勤手当に関する規則

　第20条　条例第14条第１項の職員が、出張、休暇、欠勤その他の理由により、月の１日から末日までの期間の全日数にわたって通勤しないことになるときは、その月に係る通勤手当は支給しない。




○　通勤手当の認定事務について

	監査（検査）

対　　　　象

機関・団体
（会計）
	大阪府住宅まちづくり部
（建築振興課）
	監査（検査）

実施年月日
	平成21年６月８日から

平成21年７月14日まで

	処理区分
	指摘事項
	事務区分
	庶務諸給与

	指摘事項

通勤手当の認定事務について、本人の届出よりも経済的かつ合理的と認められる経路が存在するにもかかわらず、任命権者による適切な確認が行われなかったため、通勤手当の過払いが生じているものがあった。


	指摘事項の内容等

１　建築振興課Ａ職員の通勤経路について、新線の供用開始に伴い、本人の届出よりも経済的かつ合理的と認められる経路が存在することとなったことから、通勤経路変更の通勤認定を行い、平成20年11月分以降の通勤手当の再計算を行うべきであった。

しかし、決定の際に任命権者による適切な確認が行われていなかったため、下記のとおり通勤手当の過払いが生じていた。

   〔経路の比較〕
既認定

経　路

自宅－（徒歩）－甲駅－（JR）－乙駅－（徒歩）－丙駅－（地下鉄）－天満橋駅－（徒歩）－勤務公署

所要時間

　　22分

１か月所要額

３か月所要額

６か月所要額

11,820円

33,700円

61,570円

正　規

経　路

自宅－（徒歩）－丁駅－（京阪）－天満橋駅－（徒歩）－勤務公署

所要時間

　　17分

１か月所要額

３か月所要額

６か月所要額

7,520円

21,440円

40,610円

　　
過払支給期間
既　支　給　額

正　支　給　額

過払支給額

平成20年11月～平成21年３月

49,240円
36,480円
12,760円

平成21年４月～平成21年９月

61,570円
40,610円
20,960円

計

110,810円
77,090円

33,720円
　　（注）平成20年11月～21年３月分の既支給額、正支給額の再計算方法は以下のとおり。

　　　　既支給額（払戻相当額）：61,570円－11,820円－510円（手数料）＝49,240円

　　　　再計算による正支給額：7,520円＋7,520円＋21,440円　＝　36,480円
２　本件については、通勤経路の決定の訂正などの是正措置を講じるとともに、今後、このようなことのないように、通勤経路の決定について十分な確認を行うよう注意されたい。
（参考）

職員の通勤手当に関する規則

（運賃等相当額の算出の基準）

第５条　条例第14条第２項第１号に規定する運賃等相当額（以下「運賃等相当額」という。）の算出は、運賃、時間、距離等の事情に照らし最も経済的かつ合理的と認められる通常の通勤の経路及び方法による運賃等の額によるものとする。




○　決裁遅延について

	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府教育委員会事務局

（教育総務企画課、

市町村教育室児童生徒支援課、

教職員室教職員人事課）
	監査（検査）

実施年月日
	平成21年５月21日から
平成21年７月28日まで

	処理区分
	指　摘　事　項
	事務区分
	歳　　　出

	指摘事項
物品購入、委託契約等の経費支出手続において、納品や契約期間の始期等までに経費支出伺の起案及び決裁が行われていないものがあった。



	指摘事項の内容等

１　大阪府教育委員会事務局において購入した物品について、次のとおり納品後に経費支出伺を行っているものがあった。

　　　【教育政策室総務企画課（現：教育総務企画課）】

内容

印刷・製本に係る物品（消耗需用費）

起案日

平成21年５月18日

納品日

平成20年６月30日

契約金額

14,700円

　　　　　（注）本物品については、平成20年６月13日付けで総務部総務サービス課において単価契約が締結されていたが、教育委員会事務局において、発注部数について組織的な意思決定を行わないまま発注・納品されていたものである。

【教職員室教職員人事課】

内容

教員採用選考２次テスト専門問題

起案日

平成20年８月１日　（実際の起案日は平成20年９月18日）

納品日

平成20年８月22日

契約金額

4,577,118円

２　市町村教育室児童生徒支援課における委託契約において、契約期間開始後に経費支出伺を行っているものがあった。

【市町村教育室児童生徒支援課】

内容

平成20年度被害者救済システムの運用に係る連携支援業務

契約期間

平成20年４月１日～平成20年７月31日

起案日

平成20年４月１日（実際の起案日は平成20年６月30日）

契約金額

1,377,000円

３　教職員室教職員人事課において、会場借り上げ終了後に経費支出伺を行っているものがあった。

【教職員室教職員人事課】
内容

平成21年度大阪府・堺市公立学校教員採用試験２次面接会場借り上げ

契約期間

平成20年８月25日～平成20年９月22日

起案日

平成20年８月22日（実際の起案日は平成20年９月24日）

契約金額

1,767,120円

４　物品の購入を始め、支出の原因となる契約を行うに際しては、組織的な意思決定のため、経費支出伺の起案・決裁を行った上で契約を締結することとしている。

　　　しかし、これらの事案については、組織的な意思決定を行わないまま物品購入等が行われており、地方自治法及び大阪府財務規則に反するものである。

５　本件については、教育委員会としてのコンプライアンスに対する姿勢、組織としての内部統制のあり方にも関わる基本的な課題であり、委員会として改善に取組む必要がある。

今後は、このようなことのないよう起案者のみならず決裁関与者を含めて十分注意するとともに、再発防止のための措置を講じられたい。
（参考）

地方自治法第232条の３　

　　普通地方公共団体の支出の原因となるべき契約その他の行為（これを支出負担行為という。）は、法令又は予算の定めるところに従い、これをしなければならない。

　大阪府財務規則第39条

　　　知事又は第３条の規定により支出負担行為に関する事務を委任された者は、予算の範囲内であることを確認した上で支出負担行為をしなければならない。
　２　前項の場合において、支出負担行為をする者は、経費支出伺書(様式第29号の２)を作成の上、これを行わなければならない。ただし、知事が別に定める場合は、この限りでない。
　　　




○　通勤手当の認定事務について

	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府教育委員会事務局
（学校総務サービス課）
	監査（検査）

実施年月日
	平成21年５月21日から

平成21年７月28日から



	処理区分
	指　摘　事　項
	事務区分
	庶務諸給与

	指摘事項
通勤手当の認定事務において、任命権者による定期券等の事後確認が行われていなかったため、同手当が過払いとなっているものがあった。


	指摘事項の内容等

１　枚方市立樟葉小学校のＡ教員は、自宅から勤務公署までバスと鉄道を利用していると届出し、通勤認定を受けていた。ところが、通勤経路を確認したところ、月の半分以上においてバスを利用せず、認定経路の途中駅から鉄道に乗車して通勤しており、下記のとおり通勤手当が過払いとなっていた。

経路比較

既決定経路

自宅（徒歩）甲停留所（京阪バス）乙駅（京阪）丙駅（徒歩）勤務公署

所要額　京阪バス　１か月14,700円　６か月79,380円
        京阪電車　１か月12,680円　６か月68,480円
正規認定経路

自宅（家族の送迎）丁駅（京阪）丙駅（徒歩）勤務公署

所要額　京阪バス   所要額　　0円
　　　　京阪電車　１か月12,390円　６か月66,910円
期間

既支給額

正支給額

差額

平成20年1月～平成21年5月（17月）

591,440円

314,800円

276,640円

（監査対象年度額　161,900円）

２　高槻市立松原小学校のＢ教員は、平成20年４月から高槻市営バスの料金体系に変更があったにもかかわらず届出をせず、また、認定権者も確認を怠ったため、下記のとおり通勤手当が過払いとなっていた。
経路比較

既決定経路

自宅（徒歩）甲停留所（高槻市営バス）乙駅（徒歩）勤務公署

所要額　１か月13,230円　　６か月75,420円
正規認定経路

自宅（徒歩）甲停留所（高槻市営バス）乙駅（徒歩）勤務公署

所要額　１か月 8,820円　　６か月50,280円
期間

既支給額

正支給額

差額

平成20年4月～平成21年5月（14月）

226,260円

150,840円

75,420円

（監査対象年度額　50,280円）

　３　茨木市立大池小学校のＣ教員は、バスを利用する経路により通勤認定がなされているが、当該区間については、他の運行会社と競合する経路であるため、同調区間運賃が適用され、定期券額が通常よりも低廉となっている。しかし、通勤手当額を通常の定期券額により認定していたため下記のとおり過払いとなっていた。



	経路比較

既決定経路

自宅（徒歩）甲停留所（阪急バス）乙停留所（徒歩）勤務公署

所要額　１か月8,990円　　６か月48,550円
正規認定経路

自宅（徒歩）甲停留所（阪急バス）乙停留所（徒歩）勤務公署

所要額　１か月8,820円　　６か月47,630円
期間

既支給額

正支給額

差額

平成17年4月～平成21年5月（50月）

436,950円

428,670円

8,280円

                                                     （監査対象年度額　1,840円）
４　通勤手当は、職員の届出に基づき任命権者が届出の事実確認を行い、支給要件を満たした場合に通勤手当の額を決定するものであり、運賃等相当額の算出は、運賃、時間、距離等の事情に照らし、経済的かつ合理的と認められる通常の通勤経路及び方法によることとされている。（職員の通勤手当に関する規則第３条及び第５条）
また、任命権者は、通勤手当の額が適正であるかどうかを定期券等の提示を求め、又は、通勤の実情を実地に調査する等の方法により、随時、確認するものとされている。（職員の通勤手当に関する規則第22条）

５　これらの案件については、是正措置を講じるとともに、今後、このようなことのないよう小中学校校教職員に関係規則等の周知徹底を図るとともに、確認事務の徹底など、適正な認定事務が行われるよう認定者の指導に努められたい。



○　住居手当の認定事務について

	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府教育委員会事務局

（学校総務サービス課）
	監査（検査）

実施年月日
	平成21年５月21日から

平成21年７月28日まで

	処理区分
	指　摘　事　項
	事務区分
	庶務諸給与

	指摘事項
住居手当の認定事務において、家賃が減額されているにもかかわらず、手当額の改定を行っていなかったため、同手当が過払いとなっているものがあった。

また、支給要件を失ったにもかかわらず、手当を支給しているものがあった。



	指摘事項の内容

１　大東市立深野北小学校Ａ職員は、平成20年11月から当時の家賃（月額52,000円）をもとに借家に係る住居手当を認定されていた。ところが、監査時に確認したところ、平成21年３月に家賃額が減額改定（月額50,550円）されているにもかかわらず、職員からの届出がなされておらず、また、任命権者が確認を行っていなかったため、平成21年３月から同年５月まで手当が過払いとなっていた。
過払支給期間

平成21年３月～平成21年５月

既支給額

正規支給額

過払支給額

住居手当

76,500円

74,100円

2,400円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     （監査対象年度額　　　800円）
　住居手当は、自ら居住するため住宅を借り受け、月額１万２千円を超える家賃を支払っている職員やその所有に係る住宅に居住している職員等に支給することになっている。

住居手当を受けている住宅の所有関係や家賃の額に変更があった場合は、速やかに任命権者に

届け出ることが必要である。（職員の住居手当に関する規則第６条）

２　堺市立大泉中学校Ｂ教員は、平成19年２月から持家（父親からの無償譲渡による）に係る住居手当の支給を受けていた。
しかし、平成20年８月から「職員の給与に関する条例」が改正され、住居手当の支給要件が「自ら所有する新築又は購入の日から起算して５年を経過していない住宅」となり、要件に該当しないため職権改定により消滅認定とするところ、それがなされず手当が過払いとなっていた。

過払支給期間

既支給額

正規支給額

過払支給額

平成20年８月～平成21年５月

25,000円

0円

25,000円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（監査対象年度額　20,000円）

３　これらの件については、今後、このようなことのないよう小中学校認定担当者等に関係規則等
の周知徹底を図るとともに、適正な認定事務が行われるよう指導に努められたい。



○　通勤手当の認定事務について

	監査（検査）

対象

機関・団体
（会計）
	大阪府教育委員会事務局
（文化財保護課）
	監査（検査）

実施年月日
	平成21年５月21日
から

平成21年７月28日
まで

	処理区分
	指　摘　事　項
	事務区分
	庶務諸給与

	指摘事項
　　通勤手当の認定事務において、通勤経路の事後確認が十分でなかったため、同手当が過払いとなっているものがあった。


	指摘事項の内容等

１　文化財保護課Ｘ職員は、通勤経路の変更の届出を行い、平成20年10月から、Ａ駅からＢ駅まで甲鉄道、Ｂ駅からＣ駅まで乙鉄道、Ｄ駅からＥ駅まで丙鉄道、Ｅ駅停留所からＦ停留所までバスを利用する経路で認定されていた。

ところが、実際には、Ａ駅からＧ駅まで甲鉄道、Ｈ駅からＣ駅まで乙鉄道、Ｄ駅からＥ駅まで丙鉄道、Ｅ駅停留所からＦ停留所までバスを利用していた。
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（勤務公署

　最寄停留所）

Ｈ駅

Ｇ駅

Ｆ停留所

Ｅ駅

Ｄ駅

Ａ駅

　甲鉄道

Ｂ駅

乙鉄道





　乙鉄道

徒歩

甲鉄道

正規認定経路

丙鉄道

バス

Ｃ駅

　徒歩

（自宅最寄駅）


２　同課は、Ｘ職員の通勤方法の変更の届出を認定した後、平成20年10月及び同21年４月に、職員の通勤手当に関する規則第22条に基づき、Ｘ職員に対して定期券等の提示を求めた。
両時点において、Ｘ職員は、認定された経路の定期券ではなく、実際の利用経路である、Ａ駅からＧ駅までの定期券及びＨ駅からＣ駅までのカード乗車券の利用履歴のコピーを提出していたが、同課は、経路及び所要額の相違に気付かず、認定を継続させたため、下記のとおり過払いが生じた。

認定額比較

既認定額
自宅（徒歩）Ａ駅（甲鉄道）Ｂ駅（乙鉄道）Ｃ駅（徒歩）Ｄ駅（丙鉄道）Ｅ駅（バス）Ｆ停留所（徒歩）勤務公署

所要額　１か月 36,430円　６か月 191,450円
正規認定額
自宅（徒歩）Ａ駅（甲鉄道）Ｇ駅（徒歩）Ｈ駅（乙鉄道）Ｃ駅（徒歩）Ｄ駅（丙鉄道）Ｅ駅（バス）Ｆ停留所（徒歩）勤務公署
所要額　１か月 34,680円　６か月 183,510円



	過払支給期間
既支給額
正支給額
過払支給額
平成20年10月～

平成21年４月

382,900円
367,020円
15,880円
（ただし、監査対象年度額　7,940円）
３　通勤手当については、職員は、住居、通勤経路若しくは通勤方法を変更し、又は通勤のために負担する運賃等の額に変更があった場合には、その通勤の実情を速やかに任命権者に届け出なければならない（職員の通勤手当に関する規則第２条第２項）
また、任命権者は、通勤手当の額が適正であるかどうかについて定期券等の提示を求め、又は、通勤の実情を実地に調査する等の方法により、随時、確認するものとされている。（職員の通勤手当に関する規則第22条）

４　本件については、戻入等の是正措置を講じるとともに、今後、このようなことのないよう通勤実情の把握に努められたい。



○　授業料の減免審査手続について

	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府立山本高等学校
	監査（検査）

実施年月日
	平成21年６月１日

	処理区分
	指　摘　事　項
	事務区分
	歳入

	指摘事項
校長専決の授業料減免審査手続において、「高等学校の授業料の減額又は免除に関する規程」の適用条項を誤ったため、「全額免除」とすべきところを「半額免除」と決定しているものがあった。


	指摘事項の内容等

１　大阪府立山本高等学校の生徒Ａに係る平成20年度授業料の減免申請の審査手続において、ひとり親世帯の母の市町村民税所得割が非課税（高等学校の授業料の減額又は免除に関する規程第２条第１項第４号該当）であるため本来「全額免除」とすべきところ、誤って児童扶養手当を一部受給している者（同規程第２条第２項第１号該当）として「半額免除」と決定していた。

２　これは、児童扶養手当の一部受給者として受け付けた後に、市町村民税所得割非課税の事実が判明し、添付書類を差し替えたにもかかわらず、申請書の減免理由適用欄の訂正を行わなかったことによるものである。さらに、審査時に減免申請の理由と添付書類を正確に照合していれば防げたものであるが、これを欠き、決裁においても誤りを発見できなかったためである。

３　本件については速やかに是正措置を講じるとともに、今後このようなことがないよう、事務の手順を再点検し、有効にチェック機能が働くよう改善の上、適正な審査事務に努められたい。

（（参考）

高等学校の授業料の減額又は免除に関する規程
(減免対象)

第２条　授業料の免除は、保護者(未成年の生徒についてはその者に対して親権を行う者、未成年後見人又は未成年後見人の職務を行う者をいい、成年の生徒については主としてその者の学費を支弁する者をいう。以下同じ。)又は生徒(以下「保護者等」という。)が次の各号のいずれかに該当する場合に行う。　（略）

４　生徒の父母(中略)がともに地方税法(昭和25年法律第226号)第295条の規定により市町村民税所得割非課税のとき、又は生徒が独立して生計を営んでいる場合に生徒が市町村民税所得割非課税のとき。

第２条第２項　授業料の減額は、保護者等が次の各号のいずれかに該当する場合に行う。　（略）

１　児童扶養手当法(昭和36年法律第238号)の規定により児童扶養手当の一部の支給を受けているとき(支給制限を受けているとき)。
(校長専決)
第６条　校長は、保護者等が第２条第１項第１号から第５号まで及び第２条第２項第１号に該当する場合には、第４条第４項及び前条の規定にかかわらず、授業料の免除又は減額の決定に関して専決することができる。
　


○　通勤手当の認定事務について

	監査（検査）

対象

機関・団体

（会計）
	大阪府警察本部
（警務部給与課）
	監査（検査）

実施年月日
	平成21年６月15日から
平成21年７月31日まで

	処理区分
	指摘事項
	事務区分
	庶務諸給与

	指摘事項
　　通勤手当の認定事務において、自転車使用に係る支給要件を誤ったため同手当が過払いとなっているものや自動車等通勤の承認基準に該当しないにもかかわらず認定されているものがあった。



	指摘事項の内容等

　１　警察本部警務課（当時は泉佐野警察署）Ａ職員の通勤手当の支給について、平成20年１月31日に下記経路で通勤の届出をし、同年２月１日付けで届出のとおり認定された。自転車を使用する距離が0.9キロメートルと支給要件を満たさないにもかかわらず、手当算出の基礎として認定したため、下記のとおり、通勤手当が過払いとなっていた。

経路比較

既認定経路

自宅（自転車0.9km：支給）甲駅（Ｘ鉄道）乙駅（Ｙ鉄道）丙駅（徒歩）勤務公署
所要額　１か月19,230円　６か月105,050円

正規認定経路

自宅（自転車0.9km：非支給）甲駅（Ｘ鉄道）乙駅（Ｙ鉄道）丙駅（徒歩）勤務公署
所要額　１か月17,230円　６か月93,050円

期      間

既支給額

正支給額

過払支給額

平成20年２月～平成20年９月
143,510円

127,510円
16,000円

（ただし、監査対象年度額　12,000円）

２　平成19年３月23日付け「自動車等通勤の取扱いについて（依命通達）」による承認基準にも該当しないにもかかわらず、自動車等による通勤の認定が行われているものが３件あった。
職　員

既認定の内容
捜査第四課Ｂ職員

自宅から最寄り駅までの単車の利用

高槻警察署Ｃ職員

自宅から勤務公署方向にある最寄り駅と異なる駅までの単車の利用
和泉警察署Ｄ職員

自宅から勤務公署までの自動車の利用
３　これらの件については、速やかに戻入や承認の取消し等の是正措置を講じるとともに、今後、このようなことのないよう適正な事務の執行に努められたい。



	（参考）

職員の給与に関する条例

第14条（第１項略）

第２項　通勤手当の額は、６箇月を超えない範囲内で、月の１日からその月以後の月の末日までの期間として人事委員会規則で定める期間(以下「支給対象期間」という。)につき、次の各号に掲げる職員の区分に応じて、当該各号に定める額とする。

１　前項第１号に掲げる職員　人事委員会規則で定めるところにより算出したその者の支給対象期間の通勤に要する運賃等の額に相当する額(以下「運賃等相当額」という。)

２　前項第２号に掲げる職員　次に掲げる職員の区分に応じて、それぞれ次に定める額(育児短時間勤務職員等、再任用短時間勤務職員、任期付短時間勤務職員及び法第26条の３第１項の規定による承認を受けて１週間の勤務時間の一部について勤務しない職員のうち、１月当たりの通勤回数を考慮して人事委員会規則で定める職員にあつては、その額から、その額に人事委員会規則で定める割合を乗じて得た額を減じた額)に支給対象期間の月数を乗じて得た額。ただし、人事委員会規則で定めるところにより通勤が不便であると認められる職員又は通勤が困難であると認められる身体に障害を有する職員にあつては、３万５百円又は４万３千６百円を超えない範囲内で人事委員会規則で定める額に支給対象期間の月数を乗じて得た額

イ　自転車等の使用距離(以下この号において「使用距離」という。)が片道５キロメートル未満である職員　二千円

（ロ～ワ略）

３　前項第３号に掲げる職員　交通機関等を利用せず、かつ、自転車等を使用しないで徒歩により通勤するものとした場合の通勤距離、交通機関等の利用距離、自転車等の使用距離等の事情を考慮して人事委員会規則で定める区分に応じ、運賃等相当額及び前号に定める額の合計額、運賃等相当額又は前号に定める額
職員の通勤手当に関する規則

第６条の３　条例第14条第２項第３号に規定する職員の区分及びこれに対応する同号に規定する通勤手当の額は、次に掲げるとおりとする。

１　条例第14条第１項第３号に掲げる職員(交通機関等を利用しなければ通勤することが著しく困難である職員以外の職員であつて、その利用する交通機関等が通常徒歩によることを例とする距離内においてのみ利用しているものであるものを除く。)のうち、自転車等の使用距離が片道２キロメートル以上である職員(その使用する自転車等が通常徒歩によることを例とする距離内においてのみ使用しているものであるものを除く。)及び自転車等の使用距離が片道２キロメートル未満であるが自転車等を使用しなければ通勤することが著しく困難である職員　運賃等相当額及び条例第14条第２項第２号に定める額の合計額

（第２号及び第３号略）

自動車等通勤の取扱いについて（依命通達）

１　自動車等通勤の原則

自動車等通勤は、後記２の承認基準を満たし、事前に所属長の承認を受けた場合に限り、行うことができる。ただし、所属長が非常招集その他の理由により、緊急に出勤させる必要があると認めた場合は、この限りでない。
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職員の通勤手当に関する規則（抄）


（運賃等相当額の算出の基準）


第５条　条例第14条第２項第１号に規定する運賃等相当額（以下「運賃等相当額」という。）の算出は、運賃、時間、距離等の事情に照らし最も経済的かつ合理的と認められる通常の通勤の経路及び方法による運賃等の額によるものとする。





通勤認定の取り扱いについて（平成16年４月１日施行）


第１


(2)　交通機関（鉄道に限る。以下この項において同じ。）の経路決定


   　　以下の各号に掲げる職員に対する交通機関の経路の決定に当たっては、それぞれ当該各号に定める経路によるものとする。


なお、当該各号に定める取り扱い以外の経由地以外の経路については、経路の決定をすることができない。


①　泉北高速鉄道の各駅及び南海高野線の「萩原天神駅」から「中百舌鳥駅」間の各駅を利用して本庁へ通勤する職員


　     「中百舌鳥駅」を経由して地下鉄御堂筋線に乗り継ぐ経路











PAGE  
- 49 -

